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乗り遅れるな！
脱炭素経営

ピンチはチャンス！
事業再構築補助金で活路を



日本の伝統染料である“藍”と“紫鉱”をまとった
革新的素材のアルミボディーは
他では表現することのできない芸術品。

天然染料で彩色を施したアルミニウムボディー

日本の伝統色である藍と紫鉱による彩色

職人の手作業で施された表面加工による独特な手触り

地方創生の想いを形にした Made in Oita の万年筆

し こう

1.

2 .

3 .

4 .

大分県内複数企業とコラボレーションにより、商品企画から設計・加工・組立を
大分県内で実現。大分の技術力を駆使して完成したMade in Oitaの万年筆。

【伝統】×【革新技術】を融合させた

し こう

大分のいいもの、美味しいもの。
大分銀 行が大分県内の優れた素材を商品化し、
国内外に販 売することを目的として設立した地 域商社。

Oita Madeの
オンラインショップ

ホームページ



し
た
点
で
意
義
が
あ
っ
た
。

そ
の
後
、
米
国
が
離
脱
し

た
が
、
当
時
の
米
ブ
ッ
シ
ュ

政
権
に
対
す
る
批
判
が
広
が

り
、
京
都
議
定
書
は
２
０
０

１
年
７
月
に
政
治
的
な
合
意

に
至
る
。
そ
し
て
２
０
０
２

年
に
は
欧
州
と
日
本
が
、
２

０
０
４
年
に
は
ロ
シ
ア
が

各
々
批
准
し
、
２
０
０
５
年

に
発
効
さ
れ
た
の
で
あ
る
。

背
景
に
は
、
米
国
の
政
治

的
な
圧
力
を
遠
ざ
け
、
国
内

の
抵
抗
勢
力
に
も
屈
し
な
い

Ｋ
Ｙ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
の
毅
然
た
る
姿

勢
が
あ
っ
た
。
だ
か
ら
こ
そ

多
く
の
共
感
を
呼
ん
だ
の
だ

ろ
う
。
世
界
の
す
べ
て
の
国

と
地
域
が
脱
炭
素
で
合
意
し

た
『
パ
リ
協
定
』
の
成
功
は
、

Ｋ
Ｙ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
の
奮
闘
な
く
し

て
起
こ
ら
な
か
っ
た
は
ず
だ
。

と
も
あ
れ
、
観
光
業
が
盛

ん
な
だ
け
に
、
コ
ロ
ナ
禍
の

影
響
を
受
け
た
企
業
が
京
都

に
多
い
の
だ
ろ
う
か
。
京
都

は
各
都
道
府
県
の
中
小
企
業

数
に
占
め
る
事
業
再
構
築
補

助
金
の
応
募
数
の
割
合
が
全

国
ト
ッ
プ
だ
っ
た
。
か
つ
て

の
Ｋ
Ｙ
Ｏ
Ｔ
Ｏ
の
よ
う
に
大

き
な
一
歩
を
踏
み
出
し
て
ほ

し
い
。

脱
炭
素
社
会
へ
の
世

界
的
な
潮
流
の
起

点
は
〝
Ｋ
Ｙ
Ｏ
Ｔ

Ｏ
〞
だ
っ
た
。
１
９
９
７
年

に
京
都
で
開
催
さ
れ
た
Ｃ
Ｏ

Ｐ
３
（
気
候
変
動
枠
組
条
約

第
３
回
締
約
国
会
議
）
で
採

択
さ
れ
た
京
都
議
定
書
の
こ

と
で
あ
る
。

２
０
０
８
年
か
ら
２
０
１

２
年
の
間
に
温
室
効
果
ガ
ス

を
先
進
国
全
体
で
１
９
９
０

年
比
約
５
％
削
減
し
よ
う
と

い
う
目
標
と
、
欧
州
８
％
、

米
国
７
％
、
日
本
６
％
と
い

う
各
国
の
削
減
目
標
を
具
体

的
に
定
め
、
そ
れ
ぞ
れ
国
際

公
約
と
し
て
初
め
て
義
務
化

k o h a r u - b i y o r i
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老舗の矜持
〝伝統〟の価値を守り
昔ながらの味噌づくり
まるや八丁味噌

26
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企業家のための地域経済誌

8

はじめての脱炭素経営10

上場企業が狙う脱炭素展開
石井表記 （広島県福山市）／カッシーナ・イクスシー（東京都港区）

12

「地域貢献、デジタル、脱炭素が重要。強みを活かせる新事業を」
中小企業庁経営支援部 田辺雄史 技術・経営革新課長（イノベーション課長）21

地域企業の脱炭素戦略
アイテック（静岡県磐田市）／SCミート（千葉県千葉市）／エスケイ（栃木県佐野市）／
熊本精研工業（福岡県糸島市）／九州薬品工業（佐賀県鳥栖市）／竹内鐵工所（山形県山形市）

14

C O A L A  N E W S

東アジア巨大経済圏が誕生
日中韓など11ヵ国が連携

4

乗り遅れるな！ 脱炭素経営

20
ピンチはチャンス！
事業再構築補助金で活路を

期待の逸材

中小企業景況調査による業況判断DI／
47都道府県の月別有効求人倍率

地域経済アナライズ
30

ＳＤＧｓ実践ガイド
地域とともに歩み続ける
地元スーパーの地域貢献

24

戦う地銀
地域支援から地域共創へ
山口銀行の新事業モデル

18

愛知銀と中京銀が経営統合5
加速する脱炭素化
企業の再エネ１００宣言続々

6
原材料高転嫁できず
業績悪化懸念が拡大

7

群馬銀行
伊勢崎西支店  
横山貴一 支店長 

28

第四北越銀行
吉田支店
長谷川諒 主任代理

29

事例から見えた補助金採択の要諦22



東
ア
ジ
ア
や
太
平
洋
地

域
の
主
要
国
が
参
画

す
る
経
済
連
携
、
Ｒ

Ｃ
Ｅ
Ｐ
（
地
域
的
な
包
括
的
経

済
連
携
）
協
定
が
２
０
２
１
年

１
月
１
日
に
発
効
さ
れ
た
。
署

名
国
15
ヵ
国
の
う
ち
、
日
本
、

中
国
、
韓
国
に
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

（
東
南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
）
６

ヵ
国
と
、
豪
州
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
の
11
ヵ
国
で
交
わ
さ
れ

た
。
参
加
国
は
、
地
域
に
お
け

る
経
済
統
合
の
拡
大
と
深
化
を

約
束
し
た
。

貿
易
で
は
、
関
税
の
引
き
下

げ
や
撤
廃
を
柱
と
し
、
域
内
で

の
商
業
取
引
を
促
進
す
る
。
日

本
か
ら
締
約
国
へ
の
輸
出
は
、

対
豪
州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

・
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
で
86
〜
１

０
０
％
、
対
中
国
で
86
％
、
対

韓
国
で
83
％
の
関
税
引
き
下
げ

を
実
施
す
る
。
締
約
国
か
ら
日

本
へ
の
輸
入
の
関
税
撤
廃
率
は
、

対
豪
州
・
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド

・
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
で
88
％
、

対
中
国
で
86
％
、
対
韓
国
で
81

％
と
す
る
。
貿
易
上
の
ル
ー
ル

と
し
て
、
原
産
地
認
定
規
則
や

製
品
規
格
、
検
疫
措
置
な
ど
、

体
制
整
備
へ
の
規
定
を
設
け
る
。

両
行
は
２
０
２
２
年
10

月
に
持
ち
株
会
社
を

設
立
し
、
そ
の
傘
下

に
両
行
が
入
る
こ
と
で
経
営
統

合
す
る
。
持
株
会
社
の
本
社
を

愛
知
銀
行
本
店
所
在
地
の
名
古

屋
市
中
区
に
置
き
、
商
号
は
今

後
決
め
る
。
社
長
に
は
愛
知
銀

行
の
頭
取
が
、
副
社
長
に
は
中

京
銀
行
の
頭
取
が
そ
れ
ぞ
れ
就

任
す
る
。
統
合
後
は
、
愛
知
銀

行
の
基
幹
系
シ
ス
テ
ム
に
統
一

し
、
店
舗
の
再
編
を
進
め
、
経

費
を
圧
縮
す
る
、
２
０
２
４
年

を
目
途
に
合
併
す
る
。

２
０
２
１
年
12
月
14
日
に
は

両
行
の
頭
取
を
共
同
委
員
長
と

す
る
統
合
準
備
委
員
会
を
設
置
、

統
合
に
向
け
た
協
議
を
本
格
的

に
進
め
る
。
両
行
は
と
も
に
、

通
関
手
続
き
の
迅
速
化
な
ど
、

貿
易
の
円
滑
化
を
図
る
施
策
を

挙
げ
た
。

さ
ら
に
、
中
小
・
零
細
企
業

の
活
動
は
経
済
成
長
や
雇
用
、

技
術
革
新
に
寄
与
す
る
と
し
、

中
小
・
零
細
企
業
も
協
定
で
利

東
京
証
券
取
引
所
市
場
第
一
部

と
名
古
屋
証
券
取
引
所
市
場
第

一
部
に
上
場
し
て
い
る
。
統
合

後
は
、
新
市
場
区
分
の
東
証
プ

ラ
イ
ム
市
場
と
名
証
プ
レ
ミ
ア

市
場
で
株
式
を
公
開
す
る
。

な
お
、
中
京
銀
行
の
株
式
の

39
・
19
％
を
保
有
す
る
三
菱
Ｕ

Ｆ
Ｊ
銀
行
は
、
２
０
２
２
年
９

月
末
ま
で
に
中
京
銀
行
に
全
株

式
を
売
却
し
た
う
え
で
、
統
合

後
の
新
た
な
銀
行
グ
ル
ー
プ
と

協
力
関
係
を
結
ぶ
模
様
だ
。

総
資
産
は
２
０
２
２
年
９
月

末
時
点
で
、
愛
知
銀
行
が
４
兆

円
で
中
京
銀
行
が
2.3
兆
円
、
貸

出
金
残
高
は
愛
知
銀
行
が
2.6
兆

円
で
中
京
銀
行
が
1.5
兆
円
、
預

金
残
高
は
愛
知
銀
行
が
3.3
兆
円

で
中
京
銀
行
が
1.9
兆
円
で
あ
る
。

益
を
享
受
で
き
る
よ
う
、
情
報

共
有
や
協
力
を
図
る
。
公
に
利

用
可
能
な
情
報
取
得
の
場
を
設

け
る
ほ
か
、
電
子
商
取
引
や
知

的
財
産
権
、
市
場
ア
ク
セ
ス
、

技
術
革
新
と
い
っ
た
分
野
で
協

力
を
強
化
す
る
。
中
小
企
業
も

含
め
た
経
済
・
技
術
協

力
を
各
国
間
の
合
意
の

下
で
進
め
、
域
内
の
開

発
格
差
の
縮
小
と
相
互

利
益
の
最
大
化
を
目
指

す
。

世
界
３
割
の

経
済
圏
に

さ
ら
に
、
投
資
環
境

を
整
備
す
る
。
自
国
と

他
国
の
投
資
家
や
投
資

財
産
へ
の
待
遇
差
別
を

禁
ず
る『
内
国
民
待
遇
』

や
、
い
ず
れ
か
の
国
の

投
資
家
へ
与
え
る
有
利

な
待
遇
を
全
締
約
国
の

投
資
家
に
も
与
え
る

『
最
恵
国
待
遇
』と
い
っ

た
条
項
を
盛
り
込
ん
だ
。

反
競
争
的
行
為
を
禁
ず

る
法
令
の
制
定
や
運
用

に
も
規
定
を
設
け
た
。

加
え
て
、
電
子
的
送

信
に
対
す
る
関
税
の
不

賦
課
や
、
電
子
署
名
の

有
効
性
の
担
保
な
ど
、

統
合
後
は
名
古
屋
銀
行
を
抜
き

愛
知
県
内
最
大
と
な
り
、
愛
知
、

岐
阜
、
三
重
の
東
海
３
県
で
は
、

十
六
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー

プ
、
百
五
銀
行
、
大
垣
共
立
銀

行
に
次
ぐ
規
模
と
な
る
。

人
口
減
少
に
コ
ロ
ナ
禍
で
地

域
経
済
は
疲
弊
し
、
資
金
需
要

は
減
少
の
一
途
を
辿
る
。
地
方

銀
行
の
経
営
環
境
は
厳
し
く
、

２
０
２
１
年
も
各
地
で
再
編
が

進
ん
だ
。
１
月
に
は
第
四
銀
行

と
北
越
銀
行
が
合
併
し
、
第
四

北
越
銀
行
が
始
動
し
た
。
同
年

５
月
に
は
三
重
銀
行
と
第
三
銀

行
が
合
併
し
て
三
十
三
銀
行
が

誕
生
。
10
月
に
福
井
銀
行
が
第

三
者
割
当
増
資
で
福
邦
銀
行
を

子
会
社
化
す
る
と
、
11
月
に
は

青
森
銀
行
と
み
ち
の
く
銀
行
が

２
０
２
４
年
を
目
途
に
経
営
統

合
す
る
こ
と
で
合
意
し
た
。

愛
知
県
は
、
自
動
車
関
連
を

中
心
と
し
た
製
造
業
の
集
積
地

だ
が
、
金
融
機
関
の
過
当
競
争

が
続
き
、〝
名
古
屋
金
利
〞
と
言

わ
れ
る
ほ
ど
の
低
金
利
地
域
で

も
あ
る
。
中
京
銀
行
は
、
２
０

２
１
年
６
月
に
希
望
退
職
者
を

募
り
つ
つ
、
支
店
の
統
廃
合
を

進
め
る
な
ど
、
厳
し
い
経
営
状

況
だ
っ
た
。
合
併
を
機
に
両
行

は
、
経
営
基
盤
を
強
化
し
、
サ

ー
ビ
ス
の
拡
充
を
図
る
構
え
だ
。

電
子
商
取
引
の
促
進
に
資
す
る

規
定
も
盛
り
込
み
、
各
国
間
の

協
力
に
関
す
る
取
り
決
め
と
し

て
、
「
中
小
企
業
が
電
子
商
取

引
の
利
用
に
対
す
る
障
害
を
克

服
す
る
よ
う
支
援
す
る
」
と
し

て
い
る
。

外
務
省
の
発
表
に
よ
れ
ば
、

協
定
に
参
加
す
る
15
ヵ
国
の
総

人
口
は
２
０
１
９
年
時
点
で
22

・
７
億
人
に
達
し
、
15
ヵ
国
の

Ｇ
Ｄ
Ｐ
（
国
内
総
生
産
）
は
25

・
８
兆
米
ド
ル
（
約
２
９
６
１

・
８
兆
円
）
と
、
い
ず
れ
も
世

界
全
体
の
約
３
割
を
占
め
る
。

日
本
の
貿
易
総
額
の
５
割
を
占

め
る
地
域
が
参
加
す
る
こ
と
も

あ
り
、
経
済
活
性
化
へ
の
期
待

は
大
き
い
。

同
協
定
は
２
０
１
１
年
に
日

中
の
提
案
を
踏
ま
え
て
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
が
設
立
を
決
め
た
も
の
で
、

翌
年
11
月
の
交
渉
開
始
か
ら
31

回
の
交
渉
会
合
を
経
て
２
０
２

０
年
11
月
の
署
名
に
至
っ
た
経

緯
が
あ
る
。
交
渉
の
過
程
で
イ

ン
ド
が
不
参
加
を
決
め
た
こ
と

で
規
模
が
縮
小
し
た
も
の
の
、

参
加
各
国
は
イ
ン
ド
の
加
盟
を

期
待
し
て
門
戸
を
開
く
こ
と
を

表
明
し
て
い
る
。

な
お
、
日
本
に
と
っ
て
は
、

中
国
、
韓
国
と
結
ぶ
初
の
自
由

貿
易
協
定
で
あ
る
。

東アジア巨大経済圏が誕生
日中韓など11ヵ国が連携

愛知銀と中京銀が経営統合

日中韓や東南アジア諸国などが参加する経済連携協定が発効された。
GDPで世界の3割を占める一大経済圏ができる。貿易や技術協力などが進みそうだ。

愛知県を地盤とする愛知銀行と中京銀行が2021年12月10日に経営統合すると発表した。
両行は経営基盤を強化し、再始動する。

［協定における日本の関税撤廃率と関税撤廃品目］

日本
↓

締約国

86～100%(ASEAN・豪
州・ニュージーランド)、
86%(中国)、83%(韓国)

工業製品

中国：電気・ガソリン自動車用部品、鉄鋼製品、繊維製品

韓国：自動車部品、化学製品、繊維製品

インドネシア：鉄鋼製品

タイ：ディーゼルエンジンの一部

農林水産品

中国：パックご飯、米菓、ホタテ貝、鮭、清酒など

韓国：菓子(飴・板チョコ)、清酒

インドネシア：牛肉、醤油

締約国
↓

日本

88%(ASEAN・豪州・
ニュー ジ ーランド ) 、
86%(中国)、81%(韓国)

工業製品 化学工業製品、繊維類、繊維製品などの関税を即時または段階的に撤廃

農林水産品
米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物の重要5品目を関税削減・撤廃から除外

対中国では鶏肉調製品やウナギ調製品、一部の野菜類を関税削減・撤廃から除外

出所：外務省発表資料をもとにCOALAnet作成

［RCEP協定参加国］
協定参加15ヵ国

今回協定を結んだ11ヵ国

インドネシア、マレーシア、ミャン
マー、フィリピン

日本、中国、韓国、ブルネイ、カン
ボジア、ラオス、シンガポール、タ
イ、ベトナム、豪州、ニュージーラ
ンド

出所：外務省発表資料をもとにCOALAnet作成

愛知銀行の伊藤頭取（左）と中京銀行の小林頭取
（写真提供：共同通信社）
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日
本
銀
行
が
公
表
し
た

２
０
２
１
年
11
月
の

企
業
物
価
指
数
は
、

バ
ブ
ル
景
気
に
入
る
１
９
８
５

年
12
月
以
来
36
年
ぶ
り
の
高
水

準
で
、
前
年
同
月
比
９
％
の
伸

び
率
は
１
９
８
０
年
12
月
以
降

最
大
だ
っ
た
。

上
昇
率
の
高
い
工
業
製
品
か

ら
挙
げ
る
と
、
上
昇
率
58
・
９

％
の
木
材
・
木
製
品
、
同
49
・

３
％
の
石
油
・
石
炭
製
品
、
同

32
・
８
％
の
非
鉄
金
属
、
同
23

・
９
％
の
鉄
鋼
と
な
る
。
輸
入

物
価
指
数
は
前
年
同
月
比
44
・

３
％
の
伸
び
率
で
、
円
安
の
影

響
も
あ
っ
て
輸
入
品
の
価
格
が

上
昇
し
て
い
る
。

企
業
物
価
指
数
を
需
要
段
階

別
に
見
る
と
、
素
材
原
料
が
前

年
同
月
比
74
・
６
％
上
昇
し
た

の
に
対
し
、
中
間
財
の
上
昇
率

は
15
・
７
％
、
最
終
財
の
上
昇

率
は
4.6
％
に
と
ど
ま
っ
た
。
原

材
料
の
値
上
が
り
に
よ
る
製
品

原
価
の
上
昇
が
、
販
売
価
格
に

転
嫁
さ
れ
て
い
な
い
実
態
が
う

か
が
え
る
。

こ
の
状
況
は
、
日
銀
が
２
０

２
１
年
12
月
13
日
に
公
表
し
た

『
短
観
（
全
国
企
業
短
期
経
済

観
測
調
査
）
』
の
２
０
２
１
年

12
月
調
査
で
も
明
ら
か
に
な
っ

た
。
『
仕
入
価
格
判
断
指
数
』

20
２
１
年
10
月
に
開
催

さ
れ
た
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26

（
国
連
気
候
変
動
枠

組
条
約
第
26
回
締
約
国
会
合
）

を
機
に
、
世
界
の
平
均
気
温
の

上
昇
を
1.5
℃
以
内
に
抑
え
よ
う

と
い
う
野
心
的
な
目
標
が
再
認

識
さ
れ
、
脱
炭
素
化
の
動
き
が

強
ま
っ
た
。

日
本
で
は
、
２
０
２
０
年
の

『
２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ

ー
ト
ラ
ル
（
人
為
的
な
温
室
効

果
ガ
ス
排
出
実
質
ゼ
ロ
）
』
宣

言
を
岸
田
政
権
が
継
承
し
、
２

０
２
１
年
11
月
に
は
『
コ
ロ
ナ

克
服
・
新
時
代
開
拓
の
た
め
の

経
済
対
策
』
を
発
表
。
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
最
大
限
導
入

す
る
こ
と
を
明
記
し
、
再
エ
ネ

設
備
や
蓄
電
設
備
、
ク
リ
ー
ン

エ
ネ
ル
ギ
ー
自
動
車
な
ど
の
開

発
・
普
及
を
促
す
補
助
策
の
策

定
を
掲
げ
て
い
る
。

こ
う
し
た
な
か
、
２
０
２
１

年
は
、
日
本
の
企
業
が
脱
炭
素

化
へ
前
向
き
な
姿
勢
を
一
層
強

め
た
。
事
業
に
用
い
る
電
力
を

１
０
０
％
再
エ
ネ
で
賄
う
こ
と

を
目
指
す
国
際
的
な
枠
組
み
、

『
Ｒ
Ｅ
１
０
０
』
に
新
た
に
加

盟
し
た
日
本
企
業
の
数
は
17
社

と
な
り
、
２
０
２
０
年
を
上
回

っ
て
過
去
最
多
と
な
っ
た
。
２

０
２
２
年
１
月
９
日
現
在
で
計

63
社
の
日
本
企
業
が
参
画
し
て

い
る
。

Ｒ
Ｅ
１
０
０
と
同
様
、
す
べ

て
の
事
業
用
電
力
の
再
エ
ネ
化

を
掲
げ
る
団
体
の
枠
組
み
、『
再

エ
ネ
１
０
０
宣
言 

Ｒ
Ｅ
ア
ク

シ
ョ
ン
』
の
参
加
数
も
増
え
た
。

参
加
数
が
２
０
２
１
年
に
は
１

２
１
に
の
ぼ
り
、
前
年
か
ら
大

幅
に
増
加
、
参
加
総
数
は
２
２

０
に
達
し
た
。
こ
の
枠
組
み
は

企
業
の
ほ
か
自
治
体
や
教
育
機

関
、
医
療
機
関
な
ど
幅
広
い
団

体
を
対
象
と
し
て
お
り
、
中
小

企
業
も
参
画
で
き
る
。
た
だ
し
、

遅
く
と
も
２
０
５
０
年
ま
で
に

す
べ
て
の
事
業
用
電
力
を
再
エ

ネ
で
調
達
す
る
目
標
を
設
定
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
方
、
パ
リ
協
定
の
目
標
水

準
に
基
づ
く
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
削
減
目
標
、
『
Ｓ
Ｂ
Ｔ
（
科

学
に
基
づ
く
目
標
）
』
を
設
定

し
た
日
本
企
業
も
増
え
た
。
２

０
２
１
年
だ
け
で
１
０
０
社
を

数
え
、
２
０
２
１
年
末
時
で
累

計
１
７
７
社
に
達
し
た
。

情
報
共
有
、政
策
提
言
へ

脱
炭
素
の
協
議
会
が
発
足

企
業
や
団
体
が
脱
炭
素
化
に

取
り
組
む
う
え
で
、
情
報
の
共

有
や
団
体
間
の
連
携
は
欠
か
せ

な
い
。
こ
の
状
況
下
、
２
０
２

は
前
回
の
２
０
２
１
年
９
月
調

査
と
比
べ
、
大
手
製
造
業
で
12

ポ
イ
ン
ト
増
、
大
手
非
製
造
業

８
ポ
イ
ン
ト
増
、
中
小
製
造
業

10
ポ
イ
ン
ト
増
、
中
小
非
製
造

業
10
ポ
イ
ン
ト
増
と
、
概
ね
10

ポ
イ
ン
ト
前
後
増
え
た
。
こ
れ

に
対
し
、
『
販
売
価
格
判
断
指

１
年
６
月
に
『
一
般
社
団
法
人

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進

協
議
会
』
が
発
足
し
た
。
同
協

議
会
で
は
、
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
削
減
に
は
産
官
学
の
連
携
が

重
要
と
し
、
意
見
の
醸
成
や
政

策
の
提
言
、
知
識
の
底
上
げ
を

目
指
し
て
い
る
。
企
業
や
団
体

か
ら
会
員
を
募
り
、
総
会
や
定

例
会
を
実
施
し
て
い
く
構
え
だ
。

協
議
会
の
活
動
に
つ
い
て
、

増
山
壽
一
代
表
理
事
は
、
「
カ

ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
に
関
心

を
持
つ
企
業
、
大
学
、
団
体
が

数
』
は
、
大
手
製
造
業
で
６
ポ

イ
ン
ト
増
、
大
手
非
製
造
業
４

ポ
イ
ン
ト
増
、
中
小
製
造
業
７

ポ
イ
ン
ト
増
、
中
小
非
製
造
業

５
ポ
イ
ン
ト
増
だ
っ
た
。
こ
の

ほ
か
、
２
０
２
１
年
11
月
の
消

費
者
物
価
指
数
が
前
年
同
月
比

0.6
％
の
上
昇
に
と
ど
ま
っ
て
い

参
画
し
、
課
題
や
知
恵
、
技
術

を
持
ち
寄
っ
て
ア
イ
デ
ア
を
具

体
化
す
る
社
会
イ
ン
フ
ラ
と
な

る
。
情
報
不
足
に
悩
む
地
方
の

企
業
に
も
貢
献
で
き
る
活
動
を

行
う
」
と
し
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
、
２
０
２
１
年
11

月
に
は
、
中
国
地
方
の
企
業
や

自
治
体
、
大
学
な
ど
を
対
象
と

す
る
『
中
国
地
域
カ
ー
ボ
ン
ニ

ュ
ー
ト
ラ
ル
推
進
協
議
会
』
が

立
ち
上
が
る
な
ど
、
脱
炭
素
化

へ
の
企
業
や
団
体
の
連
合
形
成

が
各
地
で
進
ん
で
い
る
。

る
こ
と
か
ら
も
、
企
業
が
価
格

転
嫁
に
苦
慮
し
て
い
る
様
子
が

見
て
取
れ
る
。

む
ろ
ん
、
コ
ロ
ナ
禍
で
個
人

消
費
が
伸
び
悩
む
な
か
、
末
端

の
小
売
価
格
が
高
騰
す
れ
ば
、

消
費
は
急
速
に
冷
え
込
み
、
経

済
は
さ
ら
に
縮
小
す
る
。
そ
の

点
で
は
、
企
業
の
貢
献
度

は
高
い
と
も
言
え
よ
う
。

た
だ
、
企
業
の
自
助
努

力
に
も
限
界
が
あ
る
。
原

材
料
の
価
格
高
騰
が
長
期

化
す
れ
ば
、
や
が
て
消
費

者
物
価
指
数
も
上
昇
す
る
。

す
で
に
米
国
で
は
11
月
の

消
費
者
物
価
指
数
の
上
昇

率
が
6.8
％
と
39
年
ぶ
り
の

高
水
準
で
、
欧
州
で
も
同

約
５
％
と
過
去
最
大
の
伸

び
率
だ
っ
た
。

短
観
の
資
金
繰
り
の
状

況
を
表
す
『
資
金
繰
り
判

断
指
数
』
で
は
、
い
ま
の

と
こ
ろ
全
規
模
、
全
業
種

で
大
き
な
変
化
は
な
い
。

だ
が
、
先
行
き
の
業
況
判

断
で
は
、
規
模
や
業
種
を

問
わ
ず
、
大
半
が
悪
化
す

る
と
見
て
お
り
、
と
く
に

中
小
企
業
は
悲
観
的
だ
。

原
材
料
価
格
の
安
定
化
と
、

コ
ロ
ナ
禍
か
ら
の
経
済
再

建
が
急
が
れ
る
。

2021年11月10日から1ヵ月間の短観12月調査は9328社に実施。回答率は99.3％だった

原材料高転嫁できず
業績悪化懸念が拡大

2021年11月の企業物価指数が41年ぶりの高い上昇率を示したが、
消費者物価指数はいまのところ安定している。原材料高で企業の業況が悪化しそうだ。

加速する脱炭素化
企業の再エネ１００宣言続々

温室効果ガス排出削減に向けた脱炭素化の動きが加速。
再生可能エネルギーの導入に本腰を入れる日本企業が増えている。

［『RE100』に新規加盟した日本企業の数］
2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

3 10 10 16 17
※『RE100』とは、事業に用いる電力を100%再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的な企

業連盟

［『再エネ100宣言 RE Action』に
新規参加した日本企業の数］

2019年 2020年 2021年

43 56 121
※『再エネ100宣言 RE Action』とは、事業に用いる電力

を100%再エネで賄うことを目指す国内の企業、自治
体、教育機関、医療機関などの連盟

［『SBT』の設定を新たに表明した日本企業の数］
2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

1 9 15 22 29 100
※『SBT』とは、パリ協定の水準に整合した企業による温室効果ガス排出削減目標。5年以上15年以内の目標設定
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脱 炭素経営を始めない企業は、やがてブラック企業のように社会
から厳しい目で見られることだろう ──。

いささか誇張した表現であるが、論拠はこうだ。
まず、すべての企業が脱炭素経営を始めないと、地球の温暖化が進行す

る。地球の平均気温が２℃上がると、異常気象による被害が増え、熱帯の感
染症が拡大し、地域的に作物の生産量が減る。つまり、企業が脱炭素経営
を始めないと、人々は健康を脅かされ、生存すら危ぶまれる危機に直面す
る。よって、脱炭素経営を始めない企業は、社会の秩序を乱す組織と見做さ
れかねないのである。

ともあれ、脱炭素経営にはメリットがある。先行者利益のように早く始め
るほど有益だ。今すぐ脱炭素経営を始めよう。

乗り遅れるな！
脱炭素経営
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ま
ず
脱
炭
素
化
と
は
、

化
石
燃
料
の
使
用
な

ど
に
よ
っ
て
人
為
的

に
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭
素
な

ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
を
実
質
ゼ

ロ
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
の

定
義
に
沿
え
ば
、
脱
炭
素
経
営

と
は
、
企
業
の
事
業
活
動
で
人

為
的
に
排
出
さ
れ
る
二
酸
化
炭

素
な
ど
の
温
室
効
果
ガ
ス
を
実

質
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。

最
近
は
大
手
企
業
が
、
事
業
で

使
う
す
べ
て
の
電
力
を
、
二
酸

化
炭
素
を
排
出
し
な
い
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
電
力
に
切
り
替

え
る
〝
再
エ
ネ
１
０
０
〞
を
標

榜
し
て
い
る
が
、
こ
れ
も
脱
炭

素
経
営
の
一
つ
の
試
み
と
言
え

る
だ
ろ
う
。

と
も
あ
れ
、
歴
史
を
辿
れ
ば
、

脱
炭
素
が
正
当
化
さ
れ
る
ま
で

に
は
、
長
い
戦
い
が
あ
っ
た
。

す
な
わ
ち
、
産
業
革
命
後
の
人

為
的
な
二
酸
化
炭
素
の
排
出
が

大
気
中
の
二
酸
化
炭
素
濃
度
の

上
昇
を
も
た
ら
し
、
地
球
の
平

均
気
温
の
上
昇
に
作
用
し
た
か

否
か
を
巡
る
論
戦
で
あ
る
。

そ
こ
で
１
９
８
８
年
に
科
学

的
知
見
を
客
観
的
に
評
価
す
る

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
（
気
候
変
動
に
関
す

る
政
府
間
パ
ネ
ル
）
が
発
足
。

１
９
９
０
年
か
ら
世
界
各
国
の

気
象
学
者
ら
の
膨
大
な
論
文
を

１
０
０
ヵ
国
以
上
の
専
門
家
が

検
証
し
、
２
０
１
４
年
に
結
論

が
出
る
の
だ
。
そ
れ
が
、
「
人

為
的
な
二
酸
化
炭
素
の
排
出
が

95
％
以
上
の
極
め
て
高
い
確
率

で
地
球
温
暖
化
に
影
響
を
及
ぼ

し
た
」
と
す
る
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
第
５

次
評
価
報
告
書
で
あ
る
。

そ
し
て
翌
２
０
１
５
年
に
フ

ラ
ン
ス
の
パ
リ
で
『
Ｃ
Ｏ
Ｐ
21

（
気
候
変
動
枠
組
条
約
第
21
回

締
約
国
会
議
）
』
が
開
催
、
１

９
７
に
及
ぶ
世
界
す
べ
て
の
国

と
地
域
が
脱
炭
素
化
の
実
現
を

目
指
す
こ
と
で
合
意
し
た
の
だ
。

も
っ
と
も
、
こ
の
と
き
、「
地

球
の
平
均
気
温
の
上
昇
を
産
業

革
命
前
と
比
べ
２
℃
よ
り
十
分

低
く
、
1.5
℃
以
下
に
抑
え
る
」

こ
と
を
約
束
し
た
が
、
２
０
１

８
年
に
Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
は
『
1.5
℃
特

別
報
告
書
』
で
1.5
℃
実
現
の
重

要
性
を
説
く
。
そ
こ
で
２
０
２

１
年
秋
の
『
Ｃ
Ｏ
Ｐ
26
』
で
は
、

1.5
℃
目
標
が
掲
げ
ら
れ
、
各
国

が
こ
れ
に
合
意
し
た
。

で
は
、
す
で
に
１
℃
上
昇
し

た
地
球
の
平
均
気
温
が
２
℃
ま

で
上
が
る
と
ど
う
な
る
の
か
。

Ｉ
Ｐ
Ｃ
Ｃ
は
、
異
常
気
象
に
よ

る
被
害
が
増
え
、
熱
帯
の
感
染

症
が
拡
大
し
、
地
域
的
に
作
物

の
生
産
量
が
減
少
す
る
と
警
告

す
る
。
言
う
な
れ
ば
、
大
型
台

風
や
集
中
豪
雨
に
よ
る
水
害
、

土
砂
崩
れ
、
大
規
模
停
電
が
さ

ら
に
増
え
、
コ
ロ
ナ
禍
の
よ
う

な
感
染
症
被
害
が
再
発
し
つ
つ
、

食
料
不
足
で
深
刻
な
貧
困
問
題

が
生
じ
得
る
わ
け
だ
。

こ
う
し
た
事
情
か
ら
、
株
式

市
場
で
は
Ｅ
Ｓ
Ｇ
（
環
境
・
社

会
・
企
業
統
治
）
投
資
が
急
速

に
拡
大
し
た
。
気
候
変
動
問
題

は
経
済
活
動
の
み
な
ら
ず
、

人
々
の
生
活
を
脅
か
し
か
ね
な

い
重
大
な
社
会
課
題
だ
け
に
、

今
後
は
気
候
変
動
対
策
に
取
り

組
む
企
業
こ
そ
投
資
に
値
す
る

企
業
で
あ
る
と
い
う
見
方
だ
。

Ｇ
Ｓ
Ｉ
Ａ
（
世
界
サ
ス
テ
ナ

ブ
ル
投
資
連
合
）
に
よ
れ
ば
、

２
０
２
０
年
に
お
け
る
世
界
の

Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
額
は
４
０
９
０
兆

円
に
達
し
、
２
０
１
８
年
と
比

べ
て
16
％
も
伸
び
て
い
る
。
も

は
や
、
大
手
企
業
は
脱
炭
素
化

に
取
り
組
む
姿
を
投
資
家
に
見

せ
な
け
れ
ば
、
株
価
の
維
持
・

向
上
が
図
れ
な
い
状
況
と
な
り
、

脱
炭
素
経
営
が
世
界
に
広
が
っ

た
の
で
あ
る
。

利
点
多
き
脱
炭
素
経
営

日
本
の
政
府
は
欧
米
諸
国
と

比
べ
、
脱
炭
素
政
策
が
遅
れ
た

が
、
２
０
２
０
年
秋
に
当
時
の

菅
政
権
が
『
２
０
５
０
年
カ
ー

ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
人
為
的

な
温
室
効
果
ガ
ス
排
出
実
質
ゼ

ロ
）
』
を
打
ち
出
す
と
、
そ
れ

を
受
け
継
い
だ
岸
田
政
権
は
２

０
２
１
年
11
月
に
『
コ
ロ
ナ
克

服
・
新
時
代
開
拓
の
た
め
の
経

済
対
策
』
を
発
表
し
た
。
再
エ

ネ
の
最
大
限
の
導
入
を
掲
げ
、

太
陽
光
発
電
設
備
や
蓄
電
設
備
、

電
気
自
動
車
の
普
及
を
促
す
狙

い
で
あ
る
。

地
方
自
治
体
も
脱
炭
素
政
策

に
舵
を
切
り
、
２
０
５
０
年
ま

で
に
脱
炭
素
化
を
実
現
す
る

『
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
』
を

標
榜
し
て
い
る
。
こ
れ
に
は
２

０
２
１
年
５
月
の
『
地
球
温
暖

化
対
策
推
進
法
』
改
正
に
よ
っ

て
自
治
体
に
再
エ
ネ
の
導
入
目

標
の
規
定
追
加
を
求
め
ら
れ
た

こ
と
が
背
景
に
あ
る
。
都
道
府

県
や
政
令
市
、
中
核
市
に
は
義

務
が
、
そ
れ
以
外
の
市
町
村
に

は
努
力
義
務
が
課
さ
れ
た
の
だ
。

一
方
、
中
小
企
業
も
脱
炭
素

経
営
を
始
め
て
い
る
。
と
く
に
、

大
手
企
業
と
取
引
す
る
中
小
企

業
は
、
い
ま
や
脱
炭
素
経
営
を

始
め
な
け
れ
ば
、
取
引
が
継
続

で
き
な
く
な
る
恐
れ
も
あ
る
た

め
、
や
む
を
得
な
か
っ
た
と
い

う
状
況
も
あ
る
だ
ろ
う
。
た
だ
、

脱
炭
素
経
営
に
は
い
く
つ
か
メ

リ
ッ
ト
が
あ
り
、
そ
れ
が
狙
い

で
始
め
た
企
業
も
あ
る
よ
う
だ
。

た
と
え
ば
、
太
陽
光
発
電
設

備
の
導
入
で
、
電
力
コ
ス
ト
の

削
減
効
果
が
得
ら
れ
る
。
太
陽

光
発
電
設
備
の
設
備
費
は
低
下

し
て
お
り
、
長
期
に
わ
た
っ
て

電
力
代
を
削
減
で
き
る
た
め
、

設
備
投
資
の
回
収
は
も
ち
ろ
ん
、

電
力
を
多
く
使
う
製
造
業
に
と

っ
て
は
競
争
力
が
向
上
す
る
。

太
陽
光
発
電
設
備
に
加
え
、

蓄
電
池
ま
で
導
入
す
れ
ば
、
自

然
災
害
な
ど
に
よ
る
大
規
模
な

停
電
が
発
生
し
て
も
、
非
常
用

電
源
と
し
て
機
能
す
る
た
め
、

企
業
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続
計

画
）
対
策
に
な
る
の
だ
。

ほ
か
に
も
、
脱
炭
素
経
営
に

は
様
々
な
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
た

め
、
次
項
よ
り
脱
炭
素
経
営
を

始
め
た
企
業
の
具
体
的
な
取
り

組
み
状
況
に
迫
っ
て
み
る
。

最近よく耳にする〝脱炭素経営〟。馴染みの薄い人もいることだろう。
一から分かりやすく解説する。

はじめての脱炭素経営

［ESG投資額］

※2022年1月9日時点の為替レートで換算
※オーストラレーシアは、豪州、ニュージーランド、ニューギニアとその近海の諸島
出所：GSIA（世界サステナブル投資連合）資料をもとにCOALAnet作成
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乗り遅れるな！        脱炭素経営

［再生可能エネルギー活用法］

＋
太陽光発電設備

＋
再エネ電力に
切り替え

太陽光発電で発電した電力のう
ち自家消費できずに余った電力
を、蓄電設備や電気自動車にた
めることで、より効率的な自家消
費利用ができるようになる。蓄電
池の容量次第では、外部から電
力を購入しないオフグリッドシス
テムも可能に。

蓄電設備

▶応用

＋
太陽光発電設備 再エネ電力に

切り替え

時間帯別料金プランを組み合わせることで電気代削減効果を高め
ることが可能。
自家消費分を電力料金として購入する初期投資ゼロの無償設置
モデルも増えている。

▶基礎

太陽光発電設備

太陽光電力の100％
自家消費は物理的に
難しいため、余剰電力
の扱いによって、「余
剰売電なし」と「余剰
売電あり」に大別。

▶入門
手続きが簡素だが、余剰電力を捨てる
ため、経済性は低くなりがち。365日営
業の小売店やホテルに向く。

余剰売電なし

太陽光電力を無駄なく活用できるが、
手続きに時間がかかる。休日の多い工
場や公共施設に向く。

余剰売電あり
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東
証
２
部
上
場
の
石
井

表
記
（
広
島
県
福
山

市
）
は
、
プ
リ
ン
ト

基
板
製
造
装
置
の
製
造
・
販
売

を
中
心
に
業
績
を
伸
ば
し
て
い

る
。
コ
ロ
ナ
禍
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
２
０
２
２
年
１
月
期
の
決

算
で
は
、
売
上
高
が
前
期
比
20

％
増
の
１
３
８
億
円
、
最
終
利

益
は
同
70
％
増
の
12
億
円
を
見

込
ん
で
お
り
、
増
収
増
益
で
推

移
す
る
見
通
し
だ
。

株
式
市
場
で
の
評
価
は
高
く
、

２
０
２
１
年
８
月
以
降
、
同
社

の
株
価
は
上
昇
基
調
に
あ
る
が
、

こ
れ
に
は
同
社
の
脱
炭
素
経
営

が
関
係
し
た
の
か
も
し
れ
な
い
。

Ｅ
Ｓ
Ｇ
（
環
境
・
社
会
・
企
業

統
治
）
投
資
が
拡
大
す
る
な
か
、

企
業
の
持
続
可
能
性
に
着
目
す

る
投
資
家
が
増
え
て
お
り
、
脱

炭
素
企
業
は
株
式
市
場
で
評
価

さ
れ
や
す
い
の
で
あ
る
。

実
際
、
同
社
は
２
０
０
７
年

に
工
場
へ
出
力
２
０
０
ｋＷ
の
太

陽
光
発
電
設
備
を
設
置
し
、
早

く
か
ら
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
活
用
し
た
。
２
０
２
０
年
秋

に
国
が
打
ち
出
し
た
カ
ー
ボ
ン

ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
（
人
為
的
な
温

室
効
果
ガ
ス
排
出
実
績
ゼ
ロ
）

宣
言
に
呼
応
し
、
「
事
業
活
動

で
使
う
電
力
を
す
べ
て
再
エ
ネ

で
賄
う
」
『
Ｒ
Ｅ
１
０
０
』
へ

削
減
を
目
指
す
国
際
的
な
企
業

連
合
、
Ｓ
Ｂ
Ｔ
へ
の
加
盟
を
検

討
し
て
い
る
。
加
盟
希
望
の
事

業
者
の
み
な
ら
ず
、
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
全
体
の
温
室
効
果
ガ

ス
削
減
の
目
標
を
掲
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
な
ど
、
条
件
は

厳
し
い
よ
う
だ
が
、
飯
田
部
長

は
、
「
Ｓ
Ｂ
Ｔ
へ
の
加
盟
は
イ

ン
パ
ク
ト
が
大
き
い
。
い
ま
、

東
証
の
市
場
区
分
見
直
し
で
当

社
が
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
市
場
に
入

る
に
あ
た
り
、
中
期
経
営
計
画

に
脱
炭
素
へ
の
取
り
組
み
状
況

を
記
載
し
て
い
る
が
、
Ｓ
Ｂ
Ｔ

加
盟
の
方
が
対
外
的
に
は
説
得

力
が
あ
る
。
ぜ
ひ
と
も
成
し
遂

げ
た
い
」
と
意
欲
を
示
し
た
。

の
展
開
に
取
り
組
ん
で
い
る
。

同
社
の
石
井
峯
夫
会
長
兼
社

長
は
、
「
製
造
業
に
と
っ
て
Ｒ

Ｅ
１
０
０
の
達
成
は
難
し
い
が
、

一
方
で
気
候
変
動
が
深
刻
化
し

て
い
る
」
と
し
た
う
え
で
、

「
当
社
の
み
な
ら
ず
、
当
社
の

取
引
先
も
含
め
た
産
業
界
全
体

の
脱
炭
素
化
が
求
め
ら
れ
て
い

る
の
で
、
今
後
は
取
引
先
と
と

も
に
脱
炭
素
化
を
進
め
て
い

く
」
と
方
針
を
語
っ
た
。

か
つ
て
同
社
は
、
有
害
物
質

を
含
む
電
子
機
器
を
規
制
す
る

欧
州
の
『
ロ
ー
ズ
指
令
』
を
受

け
、
部
材
の
調
達
先
に
有
害
物

質
の
低
減
を
求
め
た
こ
と
が
あ

っ
た
が
、
同
様
に
脱
炭
素
経
営

を
取
引
先
に
要
請
し
て
い
く
考

え
だ
。

む
ろ
ん
、
脱
炭
素
経
営
に
よ

る
メ
リ
ッ
ト
は
、
株
式
市
場
で

の
評
価
に
と
ど
ま
ら
な
い
。
新

規
卒
業
者
を
毎
年
採
用
す
る
同

社
で
は
、
脱
炭
素
経
営
が
採
用

面
で
優
位
に
働
い
て
い
る
よ
う

で
、
石
井
会
長
は
「
就
職
活
動

中
の
学
生
は
企
業
の
社
会
的
活

動
に
注
目
す
る
よ
う
に
な
っ
た
。

そ
う
し
た
学
生
に
は
脱
炭
素
経

営
で
安
心
感
を
与
え
る
こ
と
が

で
き
る
」
と
状
況
を
述
べ
た
。

さ
ら
に
、
石
井
会
長
は
「
社

員
の
意
欲
が
向
上
し
た
」
と
も

い
う
。
と
く
に
、
同
社
は
過
去

に
債
務
超
過
に
陥
っ
た
こ
と
が

あ
る
。
当
時
は
厳
し
い
目
を
向

け
ら
れ
て
い
た
は
ず
だ
。
そ
れ

が
い
ま
、
外
部
か
ら
の
評
価
が

上
が
っ
て
い
る
の
だ
か
ら
、
職

場
の
士
気
は
高
ま
っ
た
こ
と
だ

ろ
う
。

石
井
会
長
は
、
「
企
業
は
人

材
で
あ
る
。
よ
い
人
材
が
当
社

に
集
ま
り
、
皆
の
意
欲
が
向
上

す
る
の
で
あ
れ
ば
、
こ
れ
以
上

の
効
果
は
な
い
は
ず
だ
」
と
強

調
し
た
。

脱
炭
素
経
営
に
は
、
有
形
無

形
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
の
だ
。

脱
炭
素
な
く
し
て

商
機
な
し

ジ
ャ
ス
ダ
ッ
ク
市
場
に
上
場

す
る
家
具
販
売
の
カ
ッ
シ
ー
ナ

・
イ
ク
ス
シ
ー
（
東
京
都
港

区
）
も
、
脱
炭
素
化
を
推
進
し

て
い
る
。
高
級
家
具
大
手
、
伊

・
カ
ッ
シ
ー
ナ
の
日
本
総
代
理

店
と
し
て
家
具
の
輸
入
販
売
や

生
産
を
手
掛
け
る
傍
ら
、
社
内

に
専
用
の
チ
ー
ム
を
つ
く
り
、

脱
炭
素
経
営
を
実
践
し
て
い
る
。

目
的
は
、
企
業
価
値
の
向
上

や
商
機
の
拡
大
で
あ
る
が
、
同

社
に
よ
れ
ば
、
脱
炭
素
化
に
取

り
組
ま
な
け
れ
ば
、
商
機
を
逸

し
か
ね
な
い
状
況
で
あ
る
よ
う

で
、
同
社
製
造
開
発
部
の
飯
田

光
弘
部
長
は
こ
う
説
明
し
た
。

「
脱
炭
素
に
積
極
的
な
設
計

事
務
所
や
ハ
ウ
ス
メ
ー
カ
ー
と

の
商
談
で
は
、
当
社
の
脱
炭
素

化
へ
の
取
り
組
み
や
、
環
境
に

配
慮
し
た
家
具
で
あ
る
か
ど
う

か
な
ど
、
詳
細
な
報
告
書
の
提

出
を
求
め
ら
れ
る
。
官
公
庁
の

競
争
入
札
に
は
、
脱
炭
素
企
業

で
な
け
れ
ば
参
加
で
き
な
い
も

の
も
あ
る
」
。

そ
の
点
で
、
同
社
は
優
位
に

立
て
る
よ
う
だ
。
伊
・
カ
ッ
シ

ー
ナ
は
海
洋
樹
脂
の
ポ
リ
エ
ス

テ
ル
の
綿
や
植
物
由
来
の
ウ
レ

タ
ン
フ
ォ
ー
ム
を
用
い
た
家
具

を
開
発
済
み
で
、
カ
ッ
シ
ー
ナ

・
イ
ク
ス
シ
ー
は
販
売
先
の
要

求
に
応
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

と
も
あ
れ
、
カ
ッ
シ
ー
ナ
・

イ
ク
ス
シ
ー
は
２
０
２
０
年
か

ら
独
自
に
脱
炭
素
経
営
を
進
め

て
い
る
。
製
造
工
程
で
余
る
皮

革
や
布
地
の
利
活
用
か
ら
始
め
、

廃
材
で
名
刺
入
れ
や
ク
ッ
シ
ョ

ン
、
ノ
ベ
ル
テ
ィ
を
試
作
し
た

ほ
か
、
布
地
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ

ト
で
売
り
出
し
た
。

ま
た
、
家
具
を
覆
う
梱
包
材

の
一
部
を
石
油
由
来
品
か
ら
植

物
由
来
品
に
変
更
し
た
。
植
物

由
来
品
１
本
の
製
造
で
出
る
二

酸
化
炭
素
量
は
石
油
由
来
品
１

本
の
排
出
量
よ
り
５
％
少
な
い
。

同
社
は
年
間
で
使
う
７
万
５
６

０
０
㎡
（
42
ｍ
×
１
５
０
０

本
）
分
を
植
物
由
来
品
に
変
え

る
計
画
だ
。

さ
ら
に
同
社
は
１
８
０
０
万

円
投
じ
て
群
馬
県
の
自
社
工
場

に
出
力
１
５
３
ｋＷ
の
太
陽
光
発

電
設
備
を
導
入
し
た
。
２
０
２

１
年
10
月
に
設
備
を
稼
働
さ
せ
、

再
エ
ネ
電
力
を
自
家
消
費
し
て

い
る
。
化
石
燃
料
由
来
の
電
力

消
費
を
抑
え
、
二
酸
化
炭
素
の

排
出
削
減
を
図
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
ん
な
同
社
は
い
ま
、
５
〜

15
年
先
の
温
室
効
果
ガ
ス
排
出

プリント基板製造装置
製造・販売

─ ■ ─
石井表記 
｜ 広島県福山市 ｜

家具販売
─ ■ ─
カッシーナ・
イクスシー 

｜ 東京都港区 ｜

石井峯夫会長兼社長

製造開発部の飯田光弘部長

同社が採用し始めた植物由来の
梱包材

いまや上場企業にとって、脱炭素経営は重要な経営課題の一つだ。
彼らには新たな狙いがある。

上場企業が狙う
脱炭素展開インクジェット

塗布装置

石井表記が2007年に太陽光パネル
を設置した工場（上）、太陽光パネルを
設置したカッシーナ・イクスシーの伊勢
崎工場（下）
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脱
炭
素
経
営
の
メ
リ
ッ

ト
は
、
ま
ず
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備

の
使
用
に
よ
る
電
力
代
の
削
減

で
あ
る
。
電
力
を
多
く
消
費
す

る
業
種
に
は
、
と
く
に
有
益
で

あ
る
よ
う
だ
。

静
岡
県
磐
田
市
の
ア
イ
テ
ッ

ク
は
、
樹
脂
を
空
洞
状
に
加
工

す
る
ブ
ロ
ー
成
形
で
様
々
な
製

品
を
量
産
し
て
い
る
が
、
樹
脂

を
溶
か
す
溶
融
炉
で
大
量
に
電

力
を
消
費
し
て
い
る
。
使
用
量

は
年
間
２
５
０
万
ｋＷｈ
、
金
額
に

し
て
５
０
０
０
万
〜
６
０
０
０

太
陽
光
発
電
設
備
を
設
置
し
て

い
く
。
環
境
対
策
は
自
発
的
に

で
き
る
こ
と
か
ら
進
め
て
い
く

つ
も
り
だ
」
と
意
欲
を
示
し
た
。

同
社
の
脱
炭
素
経
営
は
始
ま
っ

た
ば
か
り
で
あ
る
。

脱
炭
素
、一気
に
加
速
か

栃
木
県
佐
野
市
の
エ
ス
ケ
イ

は
２
０
２
１
年
11
月
、
出
力
１

３
０
ｋＷ
の
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
工

場
の
屋
根
に
設
置
し
た
。
同
社

は
板
金
や
樹
脂
の
プ
レ
ス
成
形

で
ト
ラ
ッ
ク
の
箱
型
荷
台
か
ら

ラ
ジ
エ
ー
タ
の
キ
ャ
ッ
プ
ま
で

万
円
に
の
ぼ
る
と
い
う
。

そ
れ
だ
け
に
、
電
力
代
の
削

減
は
か
ね
て
よ
り
課
題
だ
っ
た

よ
う
で
、
太
陽
光
発
電
大
手
、

ウ
エ
ス
ト
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス

の
提
案
を
機
に
太
陽
光
発
電
設

備
を
導
入
し
た
。
発
電
し
た
電

力
を
自
ら
使
う
こ
と
で
、
外
部

か
ら
購
入
す
る
電
力
量
を
減
ら

す
試
み
を
始
め
た
の
で
あ
る
。

２
０
２
１
年
８
月
に
は
４
２

０
０
万
円
を
投
じ
て
、
第
１
工

場
と
第
２
工
場
の
屋
根
に
合
わ

せ
て
出
力
３
５
８
ｋＷ
の
太
陽
光

パ
ネ
ル
を
設
置
。
従
来
よ
り
も

10
％
程
度
電
力
代
を
削
減
で
き

る
見
通
し
だ
。
仮
に
年
間
で
電

力
代
を
５
０
０
万
〜
６
０
０
万

円
削
減
で
き
れ
ば
、
設
備
投
資

は
10
年
以
内
に
回
収
で
き
る
。

さ
ら
に
、
継
続
し
て
太
陽
光
発

電
設
備
を
管
理
・
保
守
し
、
設

備
を
25
年
以
上
稼
働
さ
せ
れ
ば
、

投
資
回
収
後
は
15
年
以
上
に
亘

っ
て
製
造
原
価
を
年
間
５
０
０

万
〜
６
０
０
万
円
削
減
で
き
る

の
だ
。
競
争
力
の
強
化
に
繋
が

る
の
は
言
う
ま
で
も
な
い
。

同
社
の
中
島
誠
一
社
長
は
、

「
以
前
、
重
油
の
発
電
機
を
工

場
に
置
い
て
い
た
が
、
故
障
ば

か
り
で
使
い
も
の
に
な
ら
な
か

っ
た
。
太
陽
光
発
電
設
備
は
導

入
し
て
日
は
浅
い
が
、
順
調
に

稼
働
し
、
電
力
代
の
削
減
に
貢

献
し
て
く
れ
て
い
る
」
と
話
し
、

「
第
３
工
場
の
屋
根
が
空
い
て

い
る
の
で
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
載

せ
た
い
。
い
ず
れ
は
蓄
電
設
備

も
導
入
し
て
、
再
エ
ネ
を
有
効

に
活
用
し
て
い
き
た
い
」
と
思

い
を
語
っ
た
。

電
力
代
２
割
削
減

食
肉
加
工
・
卸
の
Ｓ
Ｃ
ミ
ー

ト
は
２
０
２
１
年
８
月
末
、
千

葉
市
内
の
本
社
工
場
と
倉
庫
に

出
力
１
４
０
ｋＷ
と
同
44 

ｋＷ
の
太

陽
光
発
電
設
備
を
そ
れ
ぞ
れ
設

置
し
、
電
力
代
の
削
減
を
図
っ

た
。
と
い
う
の
も
、
同
社
で
は
、

１
日
20
ｔ
以
上
に
及
ぶ
牛
肉
を

加
工
・
出
荷
し
て
お
り
、
工
場

や
倉
庫
を
常
に
冷
却
し
て
お
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
電
力
を

大
量
に
消
費
し
て
お
り
、
電
力

代
は
両
施
設
合
わ
せ
て
年
間
２

０
０
０
万
円
を
超
え
る
の
だ
。

そ
こ
で
太
陽
光
発
電
設
備
を

導
入
し
た
と
こ
ろ
、
設
備
稼
働

後
３
ヵ
月
間
で
月
間
の
電
力
代

が
平
均
20
％
減
少
し
た
と
い
う
。

設
備
導
入
前
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
に
よ
る
削
減
効
果
は
16
〜

17
％
だ
っ
た
た
め
、
想
定
以
上

の
結
果
が
出
て
お
り
、
３
２
０

０
万
円
の
設
備
投
資
は
10
年
以

内
に
回
収
で
き
る
見
通
し
だ
。

も
っ
と
も
、
同
社
が
太
陽
光

発
電
に
関
心
を
持
っ
た
の
は
２

０
１
９
年
の
千
葉
大
停
電
か
ら

で
あ
る
。
当
時
同
社
へ
の
影
響

は
軽
微
だ
っ
た
が
、
電
力
が
長

期
間
開
通
し
な
か
っ
た
な
ら
ば
、

多
大
な
損
害
を
被
っ
て
い
た
は

ず
だ
。
そ
れ
だ
け
に
、
同
社
は

現
在
、
蓄
電
設
備
の
追
加
設
置

を
検
討
し
て
い
る
。

と
も
あ
れ
、
同
社
は
太
陽
光

発
電
設
備
の
利
用
に
よ
っ
て
年

間
１
０
０
ｔ
に
及
ぶ
二
酸
化
炭

素
の
排
出
を
削
減
す
る
こ
と
に

な
る
。
こ
れ
は
環
境
貢
献
で
あ

り
、
脱
炭
素
経
営
の
実
践
だ
。

同
社
の
鈴
木
良
夫
社
長
は
、

「
当
社
は
、
１
０
０
％
再
エ
ネ

電
力
に
よ
る
事
業
運
営
を
目
指

す
『
Ｒ
Ｅ
１
０
０
』
に
加
盟
す

る
企
業
と
も
取
引
さ
せ
て
い
た

だ
い
て
い
る
。
大
手
企
業
と
の

長
期
的
な
関
係
構
築
を
図
る
な

ら
ば
、
脱
炭
素
経
営
は
避
け
て

通
れ
な
い
」
と
し
た
う
え
で
、

「
グ
ル
ー
プ
会
社
の
施
設
に
も

アイテック
｜ 樹脂加工 ｜ 静岡県磐田市 ｜

❶大型のものから小型のものまで14
台のブロー成形機を保有している ❷
2021年8月に導入した太陽光パネル 
❸中島誠一社長

❷
❶

❸

エスケイ
｜ 板金・樹脂成形 ｜ 栃木県佐野市 ｜

❶様々な製造設備を保有し、数多くの自
動車用部品を製造している ❷2021年
11月に工場の屋根上に太陽光パネル
を設置した ❸保科純一郎社長

❷
❶

❸

SCミート
｜ 食肉加工・卸 ｜ 千葉県千葉市 ｜

❶工場内における作業の様子 ❷本社
に設置した太陽光パネル ❸鈴木良夫
社長（中央）と鈴木悦子専務（右）と鈴
木貴也上席常務（左）

❷
❶

❸

地域の中小企業も脱炭素経営に積極的だ。
彼らが脱炭素化を始めた経緯や目的に迫った。

地域企業の脱炭素戦略
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自
動
車
部
品
を
生
産
し
て
お
り
、

電
力
を
大
量
に
使
う
。
と
く
に

樹
脂
を
加
熱
す
る
遠
赤
外
線
オ

ー
ブ
ン
の
電
力
消
費
量
は
膨
大

で
、
太
陽
光
発
電
設
備
で
電
力

代
の
削
減
を
図
っ
た
の
だ
。

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、

年
間
の
電
力
代
約
４
０
０
０
万

円
の
う
ち
、
１
８
０
万
円
程
の

削
減
が
見
込
め
る
と
い
う
。
１

５
０
０
万
円
の
設
備
投
資
は
10

年
内
に
回
収
で
き
る
見
通
し
で
、

他
の
工
場
に
も
太
陽
光
発
電
設

備
の
設
置
を
計
画
し
て
い
る
。

そ
ん
な
同
社
は
、
数
年
前
か

ら
工
場
内
の
照
明
を
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照

明
に
替
え
た
り
、
十
数
台
の
フ

ォ
ー
ク
リ
フ
ト
を
デ
ィ
ー
ゼ
ル

エ
ン
ジ
ン
車
か
ら
電
動
車
へ
切

り
替
え
た
り
、
脱
炭
素
化
に
積

極
的
だ
っ
た
。

同
社
の
保
科
純
一
郎
社
長
は
、

「
当
時
は
そ
れ
ほ
ど
意
識
し
て

い
な
か
っ
た
が
、
い
ま
は
意
欲

的
に
脱
炭
素
化
を
進
め
て
い

る
」
と
し
た
う
え
で
、
「
20
年

以
上
前
に
自
動
車
メ
ー
カ
ー
の

号
令
で
品
質
保
証
の
国
際
規
格

取
得
へ
関
連
会
社
が
一
斉
に
動

い
た
こ
と
が
あ
っ
た
が
、
脱
炭

素
で
も
同
様
の
こ
と
が
起
こ
る

は
ず
だ
」
と
予
測
す
る
。
そ
の

一
方
で
、
保
科
社
長
は
、
「
設

備
の
導
入
な
ど
、
脱
炭
素
経
営

に
は
一
定
の
負
担
が
伴
う
。
資

本
の
脆
弱
な
中
小
企
業
に
と
っ

て
は
取
り
組
め
な
い
事
情
も
あ

る
の
で
、
メ
ー
カ
ー
に
理
解
を

求
め
る
こ
と
も
時
に
は
必
要
だ

ろ
う
」
と
語
っ
た
。

な
お
、
太
陽
光
発
電
設
備
や

蓄
電
設
備
の
活
用
に
関
し
て
は
、

無
理
な
く
導
入
す
る
方
法
も
あ

る
。
た
と
え
ば
、
初
期
投
資
の

負
担
が
な
い
形
で
太
陽
光
発
電

設
備
を
使
用
で
き
る
〝
無
償
設

置
〞
で
あ
る
。
ウ
エ
ス
ト
ホ
ー

ル
デ
ィ
ン
グ
ス
な
ど
の
大
手
再

エ
ネ
企
業
に
相
談
し
て
み
る
と

よ
い
だ
ろ
う
。

取
引
継
続
に
活
か
す

脱
炭
素
経
営
の
メ
リ
ッ
ト
を

さ
ら
に
挙
げ
る
な
ら
ば
、
大
手

企
業
と
の
良
好
な
関
係
づ
く
り

に
繋
が
る
点
で
あ
ろ
う
。

事
実
、
精
密
加
工
を
施
し
た

金
型
を
半
導
体
メ
ー
カ
ー
に
納

め
る
福
岡
県
糸
島
市
の
熊
本
精

研
工
業
は
２
０
２
１
年
５
月
、

新
工
場
の
屋
根
に
出
力
１
１
６

ｋＷ
の
太
陽
光
パ
ネ
ル
を
設
置
し

た
が
、
目
的
は
電
力
代
の
削
減

だ
け
で
は
な
か
っ
た
と
い
う
。

同
社
の
池
内
周
作
社
長
は
、

「
大
手
企
業
と
の
取
引
継
続
に

お
い
て
、
脱
炭
素
経
営
が
有
効

に
働
く
こ
と
に
期
待
し
て
い

る
」
と
強
調
し
た
。

そ
も
そ
も
、
脱
炭
素
社
会
の

実
現
と
は
、
産
業
や
運
輸
、
家

庭
、
業
務
な
ど
、
様
々
な
分
野

で
人
為
的
な
温
室
効
果
ガ
ス
の

排
出
を
実
質
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と

で
あ
る
。
一
部
の
大
手
企
業
の

脱
炭
素
経
営
で
実
現
す
る
も
の

で
は
な
く
、
産
業
界
全
体
の
脱

炭
素
化
が
欠
か
せ
な
い
。
そ
れ

ゆ
え
、
大
手
企
業
が
取
引
先
の

中
小
企
業
に
脱
炭
素
経
営
を
要

請
す
る
の
は
自
然
な
流
れ
で
あ

り
、
大
手
企
業
と
の
取
引
継
続

を
念
頭
に
、
脱
炭
素
経
営
を
始

め
る
中
小
企
業
が
増
え
て
い
る
。

池
内
社
長
は
、
「
自
動
車
メ

ー
カ
ー
の
下
請
け
の
な
か
に
は

メ
ー
カ
ー
か
ら
突
然
厳
し
い
二

酸
化
炭
素
の
削
減
目
標
を
提
示

さ
れ
た
企
業
も
あ
る
と
聞
く
。

こ
う
し
た
脱
炭
素
要
請
は
、
遅

か
れ
早
か
れ
、
産
業
界
全
体
に

広
が
る
こ
と
だ
ろ
う
」
と
し
た

う
え
で
、
こ
う
指
摘
す
る
。

「
こ
こ
最
近
、
大
手
メ
ー
カ

ー
は
調
達
先
を
増
や
し
始
め
て

い
る
。
自
然
災
害
が
頻
発
す
る

な
か
、
部
材
調
達
が
滞
る
リ
ス

ク
を
回
避
す
る
た
め
だ
ろ
う
」
。

裏
を
返
せ
ば
、
中
小
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
は
大
手
メ
ー
カ
ー
と
の

取
引
が
今
後
も
続
く
と
高
を
括

っ
て
い
る
と
、
梯
子
を
外
さ
れ

か
ね
な
い
わ
け
だ
。
技
術
力
や

供
給
力
、
品
質
管
理
は
重
要
で

あ
る
が
、
い
ま
や
多
方
面
で
企

業
価
値
を
高
め
て
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
そ
の
ひ
と
つ
の
手

法
が
脱
炭
素
経
営
な
の
だ
。

商
品
の

イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
へ

商
品
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
を

図
る
た
め
に
、
脱
炭
素
経
営
に

乗
り
出
し
た
企
業
も
あ
る
。
青

汁
の
生
産
・
販
売
で
年
間
17
億

円
売
上
げ
て
い
る
佐
賀
県
鳥
栖

市
の
九
州
薬
品
工
業
で
あ
る
。

同
社
は
、
九
州
産
の
大
麦
若

葉
を
使
っ
た
青
汁
を
生
産
し
、

大
手
ド
ラ
ッ
グ
ス
ト
ア
や
小
売

店
を
介
し
て
販
売
し
て
い
る
。

か
ね
て
よ
り
、
環
境
改
善
へ
の

意
識
が
高
く
、
２
０
２
０
年
よ

り
Ｆ
Ｓ
Ｃ
認
証
紙
の
化
粧
箱
や
、

バ
イ
オ
マ
ス
イ
ン
キ
を
使
用
し

た
化
粧
袋
等
を
積
極
的
に
採
用

し
て
い
る
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
同
社
の
右

近
保
社
長
は
、
「
包
装
資
材
費

は
、
原
価
の
５
％
程
度
だ
が
、

環
境
に
配
慮
し
た
包
装
資
材
を

使
用
す
る
こ
と
で
、
包
装
資
材

費
が
増
加
し
た
。
こ
の
コ
ス
ト

増
を
ど
う
吸
収
し
て
い
く
べ
き

か
、
試
行
錯
誤
の
段
階
で
は
あ

る
が
、
一
方
で
企
業
は
環
境
改

善
に
努
め
て
い
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
と
経
緯
を
述
べ
た
う

え
で
、
「
い
ま
環
境
へ
の
意
識

が
高
ま
り
つ
つ
あ
る
と
思
う
」

と
語
っ
た
。

確
か
に
、
自
然
災
害
が
頻
発

し
、
気
候
変
動
の
脅
威
が
身
近

に
な
る
な
か
、
消
費
者
の
環
境

志
向
は
高
ま
り
つ
つ
あ
る
。
こ

の
変
化
は
消
費
者
の
購
買
行
動

を
変
え
る
の
か
も
し
れ
な
い
。

同
社
は
一
時
的
に
費
用
が
嵩
ん

で
も
、
環
境
志
向
を
押
し
出
す

こ
と
で
商
品
の
販
売
を
伸
ば
し
、

コ
ス
ト
増
を
吸
収
す
る
狙
い
だ
。

右
近
社
長
は
、
「
青
汁
は
健

康
志
向
の
方
々
に
受
け
入
れ
ら

れ
て
い
る
商
品
だ
。
健
康
志
向

と
環
境
志
向
は
通
ず
る
部
分
が

あ
る
。
環
境
に
や
さ
し
い
包
装

材
は
健
康
食
品
の
イ
メ
ー
ジ
ア

ッ
プ
に
繋
が
る
は
ず
で
あ
り
、

我
々
は
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
も
着
目
し
た
」
と
い
う
。

つ
ま
り
、
青
汁
を
ク
リ
ー
ン

な
再
エ
ネ
で
生
産
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
、
青
汁
の
付
加
価
値
を

高
め
よ
う
と
い
う
わ
け
で
あ
る
。

同
社
は
２
０
２
２
年
２
月
に
工

場
の
屋
根
に
太
陽
光
パ
ネ
ル
を

導
入
す
る
予
定
だ
。
脱
炭
素
経

営
を
始
め
る
の
で
あ
る
。

長
期
に
亘
る
人
材
確
保

「
企
業
が
長
く
存
続
す
る
た

め
に
は
長
期
に
亘
っ
て
人
材
を

確
保
し
続
け
る
必
要
が
あ
る
」
。

そ
う
語
る
の
は
、
山
形
市
に

本
拠
を
構
え
る
竹
内
鐵
工
所
の

竹
内
慎
之
介
社
長
で
あ
る
。
同

社
は
、
採
用
面
に
お
け
る
利
点

を
考
慮
し
て
脱
炭
素
経
営
に
着

手
し
た
の
で
あ
る
。

い
ま
や
義
務
教
育
で
Ｓ
Ｄ
Ｇ

ｓ
（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）

を
学
ぶ
時
代
だ
。
そ
れ
ゆ
え
、

竹
内
社
長
は
、
「
こ
れ
か
ら
は

脱
炭
素
が
就
活
生
の
企
業
を
選

ぶ
重
要
な
基
準
に
な
る
」
と
の

見
方
を
示
す
。
さ
ら
に
竹
内
社

長
は
、
「
１
０
０
年
続
く
企
業

を
目
指
す
な
ら
ば
、
経
営
者
の

代
替
わ
り
も
さ
る
こ
と
な
が
ら
、

社
員
の
代
替
わ
り
も
欠
か
せ
な

い
。
地
道
な
脱
炭
素
経
営
こ
そ
、

よ
い
採
用
に
繋
が
る
と
思
う
」

と
強
調
し
た
。

背
景
に
は
、
採
用
活
動
に
お

け
る
長
く
苦
し
い
思
い
が
あ
っ

た
よ
う
だ
。
「
建
設
業
に
対
し

て
は
、
き
つ
い
、
汚
い
、
危
険

と
い
う
３
Ｋ
の
イ
メ
ー
ジ
が
先

行
し
、人
が
集
ま
ら
な
か
っ
た
」

と
竹
内
社
長
は
振
り
返
る
。
職

人
の
高
齢
化
が
進
む
な
か
、
機

械
化
で
人
材
不
足
を
補
っ
て
き

た
が
、
根
本
的
な
解
決
に
は
至

ら
な
か
っ
た
の
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
竹
内
社
長
は
２
０

２
０
年
７
月
の
社
長
就
任
後
、

自
社
の
イ
メ
ー
ジ
ア
ッ
プ
を
図

る
た
め
、
改
革
を
行
っ
た
。
タ

ブ
レ
ッ
ト
端
末
を
全
社
員
に
支

給
し
て
ペ
ー
パ
ー
レ
ス
化
を
図

っ
た
う
え
、
省
エ
ネ
化
に
取
り

組
み
、
全
照
明
を
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明

に
切
り
替
え
た
。
２
０
２
１
年

８
月
に
は
２
６
４
０
万
円
投
じ

て
２
ヵ
所
の
工
場
に
計
１
６
５

ｋＷ
の
太
陽
光
発
電
設
備
を
導
入
、

再
エ
ネ
の
利
用
を
開
始
し
た
。

さ
ら
に
は
、
社
屋
の
外
壁
に

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
17
の
目
標
を
示
す

看
板
を
張
り
出
し
て
社
員
の
意

識
改
革
を
図
っ
た
ほ
か
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
刷
新
し
、
脱
炭
素

経
営
へ
の
取
り
組
み
を
積
極
的

に
発
信
し
た
の
で
あ
る
。

脱
炭
素
経
営
は
人
材
確
保
に

繋
が
る
側
面
も
あ
る
よ
う
だ
。

竹内鐵工所
｜ 鉄骨製作・加工 ｜ 山形県山形市 ｜

熊本精研工業
｜ 精密金型製造 ｜ 福岡県糸島市 ｜

❶タブレット端末を全社員に支給してペ
ーパーレス化を図る ❷社屋の屋上に
設置した太陽光パネル。外壁にはＳＤ
Ｇｓの目標を示す看板を張り出している 
❸竹内慎之介社長

❶金型を製造する様子 ❷新工場の屋
根に設置した太陽光パネル ❸池内周
作社長

❸

❷

❷

❶

❶

九州薬品工業
｜ 健康食品製造・販売 ｜ 佐賀県鳥栖市 ｜

❶同社が製造している青汁 ❷工場外
観。2022年2月に太陽光パネルを導入
予定である ❸右近保社長

❷
❶

❸

❸

乗り遅れるな！        脱炭素経営
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今
後
進
む
べ
き
道
筋
の
道
標
と
い

っ
て
も
過
言
で
は
な
か
ろ
う
。

と
い
う
の
も
、
コ
ロ
ナ
禍
以
前

は
、
人
口
減
少
と
い
う
構
造
問
題

を
抱
え
つ
つ
も
、
大
量
生
産
・
大

量
消
費
を
前
提
と
す
る
成
長
拡
大

の
経
済
モ
デ
ル
が
主
流
だ
っ
た
。

そ
れ
が
コ
ロ
ナ
禍
の
経
済
危
機
に

直
面
し
た
こ
と
で
、
人
々
の
精
神

「

金
融
の
枠
を
超
え
、
圧
倒

的
な
当
事
者
意
識
を
も

っ
て
、
地
域
を
巻
き
込

み
、社
会
課
題
を
解
決
し
て
い
く
」。

山
口
銀
行
の
神
田
一
成
頭
取
は

開
口
一
番
、
こ
う
明
言
し
た
。
こ

れ
は
コ
ロ
ナ
禍
以
前
に
同
行
が
策

定
し
た
中
期
経
営
計
画
の
指
針
で

あ
る
が
、
こ
れ
こ
そ
地
方
銀
行
が

的
な
充
足
や
幸
福
度
を
優
先
す
る

持
続
可
能
な
経
済
モ
デ
ル
に
見
直

さ
れ
始
め
た
か
ら
だ
。
つ
ま
り
、

持
続
可
能
性
と
い
う
新
た
な
価
値

観
が
広
が
る
な
か
、
地
域
経
済
再

建
の
機
運
が
高
ま
り
つ
つ
あ
る
の

だ
。そ

こ
で
、
地
方
銀
行
の
新
た
な

事
業
モ
デ
ル
と
し
て
同
行
が
立
ち

上
げ
た
の
が
、
社
会
課
題
の
解
決

で
あ
る
。
地
方
行
政
や
地
域
企
業

と
と
も
に
地
域
の
社
会
課
題
を
解

決
す
る
『
地
域
エ
コ
シ
ス
テ
ム
』

を
構
築
し
、
そ
こ
に
出
資
や
融
資

か
ら
、
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
や

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
ほ
か
、
Ａ

Ｉ
（
人
工
知
能
）
や
Ｉ
ｏ
Ｔ
（
モ

ノ
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
化
）
を
用

い
た
デ
ジ
タ
ル
化
な
ど
、
複
合
的

な
支
援
を
行
う
こ
と
で
、
収
益
化

を
図
る
と
い
う
わ
け
だ
。

こ
の
山
口
銀
行
の
『
Ｙ
Ｍ
Ｃ
Ｓ

Ｖ
モ
デ
ル
』
で
は
、
観
光
や
農
林

水
産
、
不
動
産
開
発
、
街
づ
く
り
、

空
き
家
問
題
、
地
域
イ
ン
フ
ラ
輸

出
、
公
共
施
設
の
建
設
・
運
営
、

高
齢
者
支
援
の
ほ
か
、
健
康
・
医

療
や
物
流
、
モ
ビ
リ
テ
ィ
、
地
域

情
報
発
信
な
ど
を
重
点
テ
ー
マ
と

し
て
い
る
。
た
と
え
る
な
ら
ば
、

人
材
不
足
に
悩
む
地
域
の
中
小
企

業
に
、
同
行
が
事
業
性
評
価
を
活

か
し
た
経
営
人
材
な
ど
を
紹
介
す

る
と
い
っ
た
支
援
事
業
で
あ
ろ
う
。

神
田
頭
取
は
、
「
２
年
半
に
及

ぶ
試
行
錯
誤
の
末
、
徐
々
に
事
例

が
増
え
て
き
た
。
た
だ
、
そ
も
そ

も
社
会
課
題
の
解
決
と
は
、
こ
れ

ま
で
行
政
が
手
掛
け
て
き
た
サ
ー

ビ
ス
で
あ
る
。
収
益
化
の
ハ
ー
ド

ル
は
高
く
、
腰
を
据
え
て
取
り
組

ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
」
と
状
況

を
述
べ
た
。

圧
倒
的
な

当
事
者
意
識
で

も
っ
と
も
、
同
行
は
、
山
口
フ

ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
グ
ル
ー
プ
の
コ
ン

サ
ル
テ
ィ
ン
グ
専
業
子
会
社
、
ワ

イ
エ
ム
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
と
連

携
し
、
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
サ
ー

ビ
ス
を
強
化
し
て
き
た
。
い
ま
で

は
、
経
営
改
善
や
経
営
戦
略
立
案

を
は
じ
め
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や

生
産
管
理
、
事
業
承
継
、
人
事
制

度
か
ら
Ｍ
＆
Ａ
ま
で
支
援
内
容
は

多
岐
に
渡
る
。
「
金
融
の
枠
を
超

え
て
」
支
援
で
き
る
体
制
が
整
い

つ
つ
あ
る
の
だ
。

神
田
頭
取
は
、
「
当
行
で
は
、

取
引
先
企
業
と
の
課
題
の
共
有
に

重
き
を
置
い
て
い
る
。
当
行
の
行

員
は
共
同
経
営
者
に
な
っ
た
つ
も

り
で
経
営
者
と
対
話
し
、
真
の
課

題
を
掘
り
起
こ
し
て
最
適
な
ソ
リ

ュ
ー
シ
ョ
ン
を
提
供
し
て
い
く
」

と
し
た
う
え
で
、
こ
う
喩
え
た
。

「
地
域
の
サ
ポ
ー
タ
ー
が
、
地

域
の
プ
ロ
デ
ュ
ー
サ
ー
に
な
り
、

地
域
価
値
の
ク
リ
エ
ー
タ
ー
に
な

る
の
だ
」
。

脱
炭
素
、

そ
し
て
Ｓ
Ｄ
Ｇｓ
へ

と
も
あ
れ
、
政
府
が
２
０
５
０

年
ま
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
（
人
為
的
な
温
室
効
果
ガ
ス
排

出
実
質
ゼ
ロ
）
の
実
現
を
目
指
し
、

脱
炭
素
政
策
に
舵
を
切
っ
た
が
、

同
行
の
営
業
エ
リ
ア
で
は
、
化
学

関
連
や
自
動
車
、
鉄
鋼
な
ど
の
製

造
業
が
多
い
だ
け
に
、
温
室
効
果

ガ
ス
の
排
出
削
減
は
大
き
な
課
題

で
あ
る
。

そ
こ
で
、
同
行
は
２
０
２
１
年

12
月
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
・
リ

ン
ク
・
ロ
ー
ン
を
実
行
し
た
。
こ

れ
は
、
融
資
先
に
温
室
効
果
ガ
ス

の
排
出
削
減
計
画
を
提
示
し
て
も

ら
い
、
実
現
す
れ
ば
、
金
利
を
下

げ
る
な
ど
し
て
脱
炭
素
経
営
を
奨

励
す
る
融
資
で
あ
る
。
同
行
は
、

第
三
者
評
価
機
関
な
ど
と
連
携
し

な
が
ら
進
め
て
い
く
考
え
だ
。

神
田
頭
取
は
、「
次
は
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ

（
持
続
可
能
な
開
発
目
標
）
で
あ

る
。
太
陽
光
発
電
な
ど
の
再
生
可

能
エ
ネ
ル
ギ
ー
設
備
の
導
入
提
案

を
は
じ
め
、
取
引
先
企
業
の
持
続

可
能
性
を
念
頭
に
、
様
々
な
提
案

を
進
め
、
企
業
の
社
会
的
価
値
の

向
上
に
尽
力
し
て
い
き
た
い
」
と

意
欲
を
示
し
た
。

デ
ジ
タ
ル
化
や
脱
炭
素
化
、
あ

る
い
は
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
提
案
を
通
し

て
、
地
域
企
業
の
価
値
を
高
め
ら

れ
る
の
は
、
地
方
銀
行
を
お
い
て

ほ
か
に
な
い
。
そ
の
地
方
銀
行
が

地
方
行
政
や
地
域
企
業
と
連
携
を

深
め
れ
ば
、
地
域
の
価
値
向
上
に

繋
が
り
、
地
方
創
生
が
実
現
す
る

は
ず
だ
。
山
口
銀
行
の
新
た
な
挑

戦
に
期
待
し
た
い
。

地域支援から地域共創へ

山口銀行の新事業モデル
人口減少にコロナ禍で経済は疲弊し、行政はデジタル化や脱炭素化に活路を求める。
この状況下、地方銀行はどうあるべきか。山口銀行の神田頭取が指針を示した。

神田一成 取締役頭取
プロフィール ● 1962年山口
県生まれ。85年東京大学法
学部卒業後、山口銀行入行。
市場営業部長、広島支店長な
どを経て、2012年もみじ銀行
取締役に就任。16年山口フィ
ナンシャルグループ取締役。
18年6月より現職。

K O D A ,  I c h i n a r i

2018年 3月期 2019年 3月期 2020年3月期 2021年3月期

経常収益 コア業務純益 預金残高（譲渡性預金含む） 個人預かり資産
（億円）（%）

当期純利益 自己資本比率 貸出金残高（ うち中小企業向け）
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15.2
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240 188 230 198

2018年 3月期 2019年 3月期 2020年3月期 2021年3月期

3,862 4,004 4,072 4,242

［山口銀行の業績］

※預かり資産は、個人年金保険、投資信託、公共債などの預かり残高。

（億円）

※コア業務純益は本業のもうけを示す指標。
　本業の利益である業務純益に一般貸倒引当金繰入額を加算し、国債等債券損益を差し引いて算出。
※経常収益、コア業務純益、当期純利益、および自己資本比率はいずれも単体。
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Company Profile

社名 山口銀行
本店所在地 山口県下関市竹崎町4-2-36

設立 1944年
資本金 100億円

経常収益 983億円（2021年3月期）
従業員数 894人（2021年3月末時点）

https ://www.yamaguchibank .co . jp

1878年 第百十国立銀行として現・山口市で創業
1898年 第百十国立銀行が百十銀行に改組、株式会社化
1944年 百十銀行ら県内5行が合併し、資本金1,345万円で山口銀行設立
1948年 資本金9,000万円に増資

1952年
外国為替業務取扱い開始
資本金2億円に増資

1963年 資本金12億円に増資
1968年 為替オンライン稼働
1970年 総合オンラインシステム稼働
1972年 外国為替コルレス業務取扱許可取得

1974年
山口銀行設立30周年記念事業で山口経済研究所設立
資本金50億円に増資

1978年 外国為替コルレス包括承認銀行となる
1983年 公共債の窓口販売開始

1984年
山口銀行地域企業助成基金
資本金100億円に増資

1986年 国債証券などの先物取引資格取得
1988年 東証一部・大証一部に株式上場
1989年 選択権付債権売買取引業務、国債先物取引取次業務および金融先物取引取次業務の取扱いを開始
1990年 国債先物オプション取引取次業務の取扱いを開始
1994年 信託業務および信託代理店業務の取扱いを開始
1996年 ベンチャー投資会社、山口キャピタルを設立
1998年 証券投資信託の窓口販売業務を開始
2000年 金融先物取引取次業務を廃止
2001年 アジア貿易投資相談所を設置
2002年 北九州経済研究所を設立

2004年
証券仲介業務の取扱い開始
国債先物取引取次業務などを廃止

2005年 決済用普通預金の取扱いを開始
2006年 山口銀行ともみじホールディングスが山口フィナンシャルグループを設立
2011年 山口銀行の九州における事業を分割・承継し、北九州銀行発足

～山口銀行の歩み～
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コ
ロ
ナ
禍
の
影
響
が
続

く
な
か
、
経
済
産
業

省
は
、
中
小
・
中
堅

企
業
の
設
備
投
資
を
後
押
し
す

る
事
業
再
構
築
補
助
金
を
創
設

し
、
２
０
２
０
年
度
の
第
３
次

補
正
で
は
１
兆
１
４
８
５
億
円

に
及
ぶ
予
算
を
計
上
し
た
。
新

た
な
事
業
へ
の
展
開
を
通
し
て

企
業
が
コ
ロ
ナ
禍
に
伴
う
社
会

構
造
や
生
活
様
式
の
変
化
に
対

応
し
た
事
業
モ
デ
ル
に
転
換
で

き
る
よ
う
、
補
助
額
を
１
社
あ

た
り
通
常
枠
で
上
限
６
０
０
０

万
円
、
申
請
に
よ
っ
て
最
大
１

億
円
ま
で
広
げ
た
。

こ
れ
を
受
け
、
中
小
企
業
の

間
で
事
業
再
構
築
補
助
金
の
活

用
が
広
が
っ
た
。
コ
ロ
ナ
禍
の

業
績
悪
化
を
踏
ま
え
、
既
存
の

事
業
の
課
題
を
見
出
し
、
大
胆

な
事
業
再
編
や
新
事
業
に
乗
り

出
す
企
業
が
増
え
て
い
る
。
第

３
回
公
募
ま
で
の
応
募
総
数
は

６
万
３
３
３
８
件
に
の
ぼ
り
、

う
ち
２
万
６
３
７
３
件
が
採
択

さ
れ
た
。
第
４
回
公
募
は
す
で

に
受
付
を
終
了
し
た
が
、
間
も

な
く
第
５
回
公
募
が
始
ま
る
予

定
だ
。

事
業
計
画
の

策
定
が
重
要

補
助
金
申
請
の
要
件
は
、
ま

続
す
る
こ
と
を
決
め
た
。
事
業

再
生
に
取
り
組
む
事
業
者
を
重

点
的
に
支
援
し
つ
つ
、
要
件
を

緩
和
し
、
使
い
勝
手
を
向
上
さ

せ
る
考
え
を
示
し
て
い
る
。
具

体
的
に
は
、
ガ
ソ
リ
ン
車
向
け

部
品
製
造
か
ら
電
気
自
動
車
向

け
部
品
製
造
へ
の
事
業
転
換
の

よ
う
に
、
脱
炭
素
分
野
の
事
業

再
構
築
を
対
象
に
従
来
よ
り
も

補
助
上
限
額
を
引
き
上
げ
る
ほ

か
、
売
上
高
減
少
要
件
を
撤
廃

し
た
新
た
な
申
請
類
型
を
創
設

す
る
。
コ
ロ
ナ
禍
後
を
見
据
え

た
経
済
再
建
に
向
け
、
継
続
し

て
支
援
し
て
い
く
構
え
で
あ
る
。

ず
コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
減
収
で
あ

る
。
２
０
２
０
年
４
月
以
降
連

続
す
る
６
ヵ
月
の
う
ち
３
ヵ
月

の
売
上
高
が
２
０
１
９
年
１
月

か
ら
２
０
２
０
年
３
月
ま
で
の

コ
ロ
ナ
禍
以
前
の
３
ヵ
月
と
比

べ
、
10
％
以
上
減
少
し
て
い
る

か
、
も
し
く
は
２
０
２
０
年
10

月
以
降
の
６
ヵ
月
の
う
ち
３
ヵ

月
の
売
上
高
が
コ
ロ
ナ
禍
以
前

と
比
べ
、
５
％
以
上
減
少
し
て

い
る
中
小
企
業
が
対
象
と
な
る
。

そ
の
う
え
で
、
新
分
野
へ
の

展
開
や
業
態
の
転
換
、
事
業
の

再
編
な
ど
へ
の
取
り
組
み
が
条

件
と
な
る
。
申
請
者
は
、
事
業

計
画
を
策
定
し
、
営
業
利
益
と

人
件
費
、
減
価
償
却
費
を
足
し

合
わ
せ
た
付
加
価
値
額
が
補
助

事
業
終
了
後
３
〜
５
年
で
年
率

平
均
３
％
以
上
の
増
加
、
ま
た

は
従
業
員
１
人
あ
た
り
付
加
価

値
額
の
年
率
平
均
３
％
以
上
増

加
を
見
込
む
必
要
が
あ
る
。
な

お
、
事
業
計
画
は
原
則
、
地
域

金
融
機
関
な
ど
の
認
定
経
営
革

新
等
支
援
機
関
と
策
定
す
る
こ

と
に
な
る
。

中
小
企
業
の
場
合
、
通
常
枠

の
補
助
額
は
、
従
業
員
数
20
人

以
下
で
１
０
０
万
円
〜
４
０
０

０
万
円
、
同
21
〜
50
人
で
１
０

０
万
円
〜
６
０
０
０
万
円
、
同

51
人
以
上
は
１
０
０
万
円
〜
８

０
０
０
万
円
、
補
助
率
は
申
請

し
た
事
業
費
の
３
分
の
２
で
あ

る
。
こ
の
ほ
か
、
事
業
計
画
期

間
内
に
組
織
の
再
編
や
新
規
の

設
備
投
資
、
海
外
へ
の
展
開
な

ど
を
行
っ
て
資
本
金
ま
た
は
従

業
員
数
を
増
や
す
企
業
に
最
大

１
億
円
補
助
さ
れ
る
特
別
枠
な

ど
が
あ
る
。

第
６
回
以
降
も

継
続
支
援

経
済
産
業
省
は
こ
の
ほ
ど
、

２
０
２
１
年
度
の
補
正
予
算
で

６
１
２
３
億
円
計
上
し
、
引
き

続
き
事
業
再
構
築
補
助
金
を
継

事業再構築補助金の審査
は、特別厳しいものではな
いが、思いつきでつくられ

たような事業計画では、採択されない
だろう。

そもそも、なぜ新たな事業を始める
のか、ストーリー性や社会的な意義な
どは、審査員に見られるところだ。地
域貢献やＳＤＧｓ（持続可能な開発目
標）、デジタル化、脱炭素などを加味し
た事業は、政策的にも重要である。

さらに審査で重視されるのは、申
請者が手掛けてきた既存の事業の強
みを活かせる事業であるかどうかだ。
必ずしも、既存の事業と同じ業種・業
態である必要はないが、計画の実行
性が問われる以上、強みを活かせる
新規事業である方が望ましい。

以上の２点を幹とするならば、枝葉
は、競合他社の動向や市場のニーズ
などを客観的に捉えているかどうかで

ある。単に「流行っているから」という
理由で、畑違いの事業を始めるという
のでは、実現性に乏しい計画と見做
されてしまう。

前提として、申請者が
自ら練り上げた独自の
事業計画であるべきだ。
外部の機関に丸投げし
て作成された事業計画
では、なぜその事業を行
うのかといった根幹に
迫ることができない。と
はいえ、最初から綿密
な事業計画を策定でき
る事業者はそれほど多くない。

お勧めしたいのは、第三者とディス
カッションを重ねることである。第三
者の目が入らないと、独りよがりに陥
りやすいからだ。話し合いを重ねてい
くうちに、漠然と思い描いていた計画
が徐々に固まり、輪郭が見えてくること

もある。
補助金の趣旨に沿えば、コロナ禍

による事業環境の変化を踏まえた事
業計画である方がよいが、コロナ禍が

明けると、環境はまた変
わる。いまでこそ、ウェブ
会議やリモート面談が
習慣化したが、非対面
の打ち合わせは相手に
失礼だという常識があ
ったわけだ。コロナ禍が
明ければ、一部は以前
の状態に戻ることも想
定される。このような長

期的な見通しも考慮されているとなお
よい。

いずれにせよ、事業再構築補助金
は、苦しい状況下でも挑戦を厭わな
い事業者を後押しするもの。コロナ禍
からの経済再建を図る狙いがあるの
で、大いに活用してほしい。

事業再構築補助金を管轄する中小企業庁経営支援部の田辺課長が審査のポイントについて語った。

［業種別の採択割合］

第1回公募
N＝8,016

第2回公募
N＝9,336

第3回公募
N＝9,021

■製造業 ■宿泊業・飲食サービス業 ■卸売業・小売業 ■建設業　
■生活関連サービス業・娯楽業 ■その他　

［採択金額の分布（全類型合計）］

第1回公募
N＝8,016

第2回公募
N＝9,336

第3回公募
N＝9,021

■100～500万円 ■501～1,000万円 ■1,001～1,500万円 ■1,501～3,000万円
■3,001～4,500万円 ■4,501～6,000万円 ■6,001万円～1億円
出所：中小企業庁資料をもとにCOALAnet作成

（単位：％）

（単位：％）
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「地域貢献、デジタル、脱炭素が重要。強みを活かせる新事業を」

中
小
企
業
庁
経
営
支
援
部

田
辺
雄
史 

技
術
・
経
営
革
新
課
長（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
課
長
）

コロナ禍から活路を開く企業が出てきた。
鍵は事業再構築補助金の活用だ。危機から商機を掴もう。

ピンチはチャンス！
事業再構築補助金で活路を

［事業再構築補助金の応募と採択結果］

▶応募件数…システムで受け付けた件数
▶申請件数…応募件数のうち、書類不備等がなく、申請要件を満たした件数
出所：中小企業庁資料をもとにCOALAnet作成

第1回
公募

第2回
公募

第3回
公募

（単位：者数）

採択件数 8,016

採択件数 9,336

採択件数 9,021

申請件数 19,239
応募件数 22,231

申請件数 18,333
応募件数 20,800

申請件数 18,519
応募件数 20,307

2021 2022  Winter2022  Winter



唯
一
無
二
の

新
商
品
開
発

食
品
加
工
の
樽
正
本
店
（
兵

庫
県
神
戸
市
）
は
こ
の
ほ
ど
、

事
業
再
構
築
補
助
金
を
活
用
し

て
高
級
な
ゼ
リ
ー
菓
子
を
商
品

化
し
た
。
中
世
か
ら
伝
わ
る
欧

州
の
伝
統
製
法
で
つ
く
ら
れ
る

そ
の
商
品
は
ゼ
リ
ー
な
ら
ぬ

『
リ
ア
ル
ジ
ェ
リ
ー
』
だ
。
国

内
で
は
唯
一
無
二
の
商
品
ゆ
え
、

希
少
価
値
は
高
い
。

同
社
は
こ
れ
ま
で
ジ
ャ
ム
を

は
じ
め
、
果
物
の
加
工
食
品
を

生
産
し
て
き
た
。
製
法
に
こ
だ

わ
り
、
ジ
ャ
ム
に
は
人
工
添
加

物
を
使
わ
ず
、
果
実
に
含
ま
れ

る
ペ
ク
チ
ン
で
と
ろ
み
を
つ
け

る
。
そ
れ
に
よ
っ
て
商
品
の
高

付
加
価
値
化
を
図
り
、
百
貨
店

へ
の
販
路
を
築
い
て
き
た
。

だ
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
百
貨
店

の
営
業
自
粛
や
時
短
営
業
の
影

響
を
受
け
、
「
商
品
販
売
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
が
軒
並
み
取
り
止
め

に
な
っ
た
」（
石
川
徹
顧
問
）
。

そ
こ
で
新
商
品
の
発
売
に
向
け
、

事
業
再
構
築
補
助
金
の
第
１
回

公
募
に
応
募
し
、
通
常
枠
で
採

択
さ
れ
た
の
だ
。

ポ
イ
ン
ト
は
、
コ
ロ
ナ
禍
に

よ
る
生
活
様
式
の
変
化
を
踏
ま

え
て
Ｅ
Ｃ
（
電
子
商
取
引
）
販

売
に
転
換
し
た
だ
け
で
な
く
、

コ
ロ
ナ
禍
で
競
争
が
激
化
す
る

Ｅ
Ｃ
市
場
の
動
向
を
読
み
、
消

費
者
の
目
を
引
く
た
め
に
唯
一

無
二
の
希
少
性
を
打
ち
出
し
た

新
商
品
の
開
発
を
計
画
し
た
こ

と
で
あ
ろ
う
。

そ
の
リ
ア
ル
ジ
ェ
リ
ー
、
一

般
の
ゼ
リ
ー
菓
子
と
は
異
な
る
。

果
汁
に
砂
糖
を
加
え
て
煮
詰
め

た
ジ
ュ
レ
状
の
菓
子
で
、
既
存

商
品
の
ジ
ャ
ム
と
同
様
、
人
工

添
加
物
を
用
い
ず
に
ペ
ク
チ
ン

で
果
汁
を
固
め
る
。
石
川
顧
問

に
よ
れ
ば
「
茹
で
た
果
実
を
搾

ら
ず
、
自
然
に
滴
っ
た
果
汁
を

集
め
、
砂
糖
を
加
え
て
長
時
間

炊
き
上
げ
る
」
。
価
格
は
税
込

み
１
３
０
０
円
と
高
額
だ
が
、

そ
れ
だ
け
に
美
味
し
い
の
だ
。

同
社
は
、
事
業
再
構
築
補
助

金
を
活
用
し
て
、
果
汁
濾
過
タ

ン
ク
や
調
理
器
具
、
冷
蔵
庫
、

空
調
設
備
な
ど
を
導
入

す
る
。
受
注
・
在
庫
管

理
シ
ス
テ
ム
も
整
備
し
、

事
業
費
総
額
７
０
０
０

万
円
で
申
請
し
た
た
め
、

こ
の
う
ち
３
分
の
２
が

補
助
さ
れ
る
模
様
だ
。

今
回
採
択
さ
れ
た
の

は
、
何
よ
り
も
事
業
計

画
の
実
行
性
だ
ろ
う
。

「
フ
ラ
ン
ス
の
シ
ェ
フ

か
ら
直
に
技
術
を
学
び
、

製
法
の
ノ
ウ
ハ
ウ
は
習

得
済
み
だ
っ
た
。
し
か

も
、
多
く
の
百
貨
店
関

係
者
に
試
食
し
て
も
ら

い
、
売
れ
る
と
お
墨
付

き
を
得
て
い
た
」（
石
川
顧
問
）。

も
っ
と
も
、
同
社
は
２
０
１

９
年
に
兵
庫
県
養
父
市
の
協
力

で
市
内
の
廃
校
を
加
工
場
に
改

装
し
、
ジ
ャ
ム
を
生
産
し
て
き

た
。
リ
ア
ル
ジ
ェ
リ
ー
の
生
産

設
備
は
こ
の
加
工
場
に
置
く
。

ま
た
、
同
社
は
神
戸
大
学
大

学
院
農
学
研
究
科
と
、
野
生
梨

の
品
種
改
良
を
手
掛
け
て
い
る
。

市
販
の
ジ
ャ
ム
に
使
わ
れ
る
生

食
用
果
物
の
規
格
外
品
で
は
、

「
ペ
ク
チ
ン
質
が
乏
し
く
、
人

工
添
加
物
を
使
わ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」（
石
川
顧
問
）か
ら
だ
。

同
社
は
当
面
、
ペ
ク
チ
ン
を

含
有
す
る
野
生
梨
を
外
部
か
ら

調
達
す
る
が
、
今
後
は
養
父
市

内
の
耕
作
放
棄
地
を
借
り
て
生

産
す
る
計
画
だ
。
原
材
料
か
ら

加
工
、
販
売
ま
で
一
貫
供
給
体

制
を
構
築
す
る
。

事
業
再
構
築
補
助
金
の
制
度

上
、
同
社
に
補
助
金
が
給
付
さ

れ
る
の
は
、
事
業
開
始
か
ら
１

年
後
に
な
る
見
通
し
だ
。
た
だ

し
、
申
請
時
に
提
出
し
た
事
業

計
画
通
り
に
事
業
を
遂
行
し
、

売
し
て
き
た
実
績
、
さ
ら
に
、

装
置
の
設
置
場
所
が
あ
る
と
い

う
実
行
性
が
評
価
さ
れ
た
の
だ

ろ
う
」
と
分
析
す
る
。

確
か
に
、
自
主
的
に
商
品
を

開
発
し
、
販
売
実
績
が
あ
っ
た

点
は
審
査
で
評
価
さ
れ
た
と
こ

ろ
だ
ろ
う
。
内
製
化
に
関
し
て

も
、
同
社
は
冠
婚
葬
祭
業
で
提

供
す
る
飲
食
物
を
自
社
で
調
理

し
た
り
、
催
し
の
物
品
を
グ
ル

ー
プ
内
で
用
意
し
た
り
、
〝
自

前
〞
に
こ
だ
わ
っ
て
き
て
お
り
、

そ
の
点
で
従
来
の
方
針
と
合
致

す
る
。
自
発
的
に
新
事
業
を
興

し
、
自
社
の
方
針
に
沿
っ
て
事

業
計
画
を
練
り
上
げ
た
と
こ
ろ

が
、
審
査
員
の
目
を
引
い
た
の

か
も
し
れ
な
い
。

た
だ
、
留
意
点
も
あ
っ
た
。

事
業
再
構
築
補
助
金
の
活
用
に

あ
た
っ
て
は
、
採
択
後
の
交
付

申
請
の
際
に
詳
細
な
見
積
り
を

再
度
行
う
が
、
補
助
額
は
申
請

時
の
内
容
に
基
づ
く
。
同
社
の

例
で
は
、
申
請
時
に
約
６
０
０

０
万
円
と
見
込
ん
だ
事
業
費
が
、

再
見
積
り
後
に
施
設
改
修
費
な

ど
が
嵩
ん
で
増
え
た
が
、
補
助

額
は
申
請
時
の
６
０
０
０
万
円

の
３
分
の
２
の
４
０
０
０
万
円

と
な
る
。
こ
れ
か
ら
補
助
金
を

活
用
す
る
事
業
者
は
注
意
し
て

お
こ
う
。

中
小
企
業
庁
へ
提
出
す
る
事
業

完
了
報
告
書
が
認
め
ら
れ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
同
社
の
よ
う

に
申
請
時
に
具
体
的
な
事
業
計

画
を
示
せ
る
か
ど
う
か
が
、
採

択
の
可
否
を
分
け
る
よ
う
だ
。

一
方
、「
独
自
性
も
重
要
だ
」

（
石
川
顧
問
）
。
同
社
の
場
合
、

国
内
で
先
例
の
な
い
製
法
を
導

入
し
た
り
、
野
生
梨
の
品
種
を

改
良
し
た
り
、
独
自
性
が
際
立

っ
て
い
る
が
、
そ
れ
は
同
社
が

追
求
し
て
き
た
食
へ
の
こ
だ
わ

り
に
よ
る
も
の
だ
ろ
う
。
確
た

る
事
業
へ
の
理
念
が
あ
っ
た
か

ら
こ
そ
、
審
査
で
評
価
さ
れ
た

の
で
は
な
い
か
。

進
取
果
敢
な

菓
子
づ
く
り
内
製
化

栃
木
県
内
で
冠
婚
葬
祭
業
を

営
む
静
風
（
栃
木
県
真
岡
市
）

は
、
事
業
再
構
築
補
助
金
の
第

１
回
公
募
で
採
択
さ
れ
た
。
真

空
凍
結
乾
燥
装
置
を
導
入
し
て
、

イ
チ
ゴ
菓
子
の
生
産
を
内
製
化

す
る
。

主
力
事
業
は
宴
集
会
施
設
や

結
婚
式
場
、
葬
祭
場
の
運
営
で

あ
る
が
、
冠
婚
葬
祭
業
に
付
随

し
て
関
連
会
社
で
生
花
店
や
貸

衣
装
店
を
構
え
て
い
る
。
２
０

１
８
年
か
ら
は
イ
チ
ゴ
菓
子
の

製
販
を
始
め
る
な
ど
業
容
を
拡

げ
て
い
た
。

だ
が
、
コ
ロ
ナ
禍
で
催
事
や

会
合
が
減
少
し
、
主
力
の
冠
婚

事
業
が
停
滞
、
２
０
２
１
年
９

月
期
は
売
上
高
が
前
期
比
60
％

減
と
、
大
幅
な
減
収
を
余
儀
な

く
さ
れ
た
。
そ
こ
で
再
起
を
か

け
て
、
事
業
再
構
築
補
助
金
を

申
請
し
た
わ
け
だ
が
、
そ
の
際

に
着
目
し
た
の
が
菓
子
販
売
だ

っ
た
。

２
０
１
８
年
か
ら
販
売
し
た

イ
チ
ゴ
菓
子
、
『
恋
す
る
い
ち

ご
』
は
、
特
産
品
の
イ
チ
ゴ
、

『
と
ち
お
と
め
』
を
真
空
凍
結

乾
燥
さ
せ
、
ホ
ワ
イ
ト
チ
ョ
コ

レ
ー
ト
で
薄
く
覆
っ
た
も
の
。

百
貨
店
や
観
光
施
設
で
売
れ
行

き
は
好
調
だ
っ
た
。
た
だ
、
真

空
凍
結
乾
燥
加
工
は
外
注
だ
っ

た
こ
と
か
ら
、
そ
の
工
程
を
内

製
化
す
る
べ
き
か
、
決
め
あ
ぐ

ね
て
い
た
の
だ
。

設
備
を
導
入
す
れ
ば
、
加
工

費
を
削
減
で
き
、
生
産
効
率
は

上
が
る
が
、
業
績
が
芳
し
く
な

い
な
か
で
の
設
備
投
資
に
は
リ

ス
ク
が
孕
む
。
事
業
再
構
築
補

助
金
は
、
同
社
に
と
っ

て
絶
妙
の
タ
イ
ミ
ン
グ

だ
っ
た
。

今
回
導
入
す
る
真
空

凍
結
乾
燥
装
置
に
は
１

度
に
４
０
０
㎏
の
イ
チ

ゴ
を
約
40
〜
48
時
間
か

け
て
凍
結
乾
燥
す
る
処

理
能
力
が
あ
る
。
１
回

あ
た
り
1.7
ｔ
の
イ
チ
ゴ

の
真
空
凍
結
乾
燥
を
発

注
し
、
１
週
間
か
け
て

納
品
さ
れ
る
従
来
の
委

託
加
工
と
比
べ
る
と
、

小
ロ
ッ
ト
で
早
く
加
工

で
き
る
。

同
社
の
田
尻
和
子
専

務
は
、
「
受
注
に
応
じ
て
柔
軟

に
加
工
で
き
る
う
え
、
新
商
品

の
試
作
も
可
能
に
な
る
。
こ
の

装
置
で
あ
れ
ば
、
３
日
で
試
作

で
き
る
か
ら
、色
々
と
試
し
て

み
た
い
」と
語
る
。

同
社
の
馬
場
照
夫
総
務
部
長

は
「
装
置
を
導
入
す
る
こ
と
で
、

今
後
は
イ
チ
ゴ
に
限
ら
ず
、

様
々
な
果
物
の
真
空
凍
結
乾
燥

に
よ
る
商
品
化
が
考
え
ら
れ

る
」
と
期
待
を
口
に
す
る
。

同
社
は
、
自
社
商
品
の
生
産

体
制
が
軌
道
に
乗
れ
ば
、
真
空

凍
結
乾
燥
加
工
を
希
望
す
る
事

業
者
か
ら
Ｏ
Ｅ
Ｍ
（
他
社
ブ
ラ

ン
ド
の
生
産
）
と
し
て
受
注
す

る
事
業
も
新
た
に
始
め
た
い
と

い
う
。
今
後
は
２
０
２
２
年
６

月
末
ま
で
に
真
空
凍
結
乾
燥
装

置
を
導
入
し
、
実
績
報
告
を
経

て
補
助
金
を
受
給
す
る
予
定
だ
。

２
０
２
１
年
９
月
期
の
イ
チ
ゴ

菓
子
関
連
の
売
上
高
は
１
億
円

だ
っ
た
が
、
今
回
の
事
業
再
構

築
を
経
て
、
年
商
２
億
円
以
上

を
目
指
す
。

採
択
さ
れ
た
要
因
に
つ
い
て

田
尻
専
務
は
、
「
地
域
の
産
品

を
全
国
へ
広
げ
る
と
い
う
こ
と

と
、
３
年
程
イ
チ
ゴ
菓
子
を
販

事
業
再
構
築
補
助
金
の
活
用
事
例
を
２
つ
挙
げ
る
。

採
択
さ
れ
る
た
め
に
は
何
が
必
要
な
の
か
。

❶同社が製版する『恋するいちご』 ❷真空凍結乾燥加工前のイチゴ ❸田尻
和子専務

❷

❶

❸

❶リアルジェリーのパンケーキソース ❷リアルジェリーやまなしの雫 ❸石川徹
顧問

❷

❶

❸

事
例
か
ら
見
え
た

補
助
金
採
択
の
要
諦

ピンチはチャンス！
事業再構築補助金で活路を
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た
米
屋
か
ら
始
ま
っ
た
。
武
家
で

あ
り
な
が
ら
商
い
を
始
め
ら
れ
た

の
は
、
二
宮
尊
徳
の
『
二
宮
仕

法
』
を
取
り
入
れ
た
相
馬
藩
が
寛

容
だ
っ
た
か
ら
だ
ろ
う
。
明
治
・

大
正
期
に
は
、
味
噌
の
販
売
や
酒

造
な
ど
を
手
掛
け
、
終
戦
直
後
は

ア
ミ
ノ
酸
を
原
料
に
し
た
代
用
調

味
料
を
販
売
。
１
９
５
０
年
に
法

人
化
す
る
と
、
１
９
５
８
年
に
は

食
品
や
日
用
品
の
量
販
店
を
開
設

が
社
内
規
定
で
福
島
県

内
に
立
ち
入
れ
ず
、
自

ら
ト
ラ
ッ
ク
で
仙
台
か

ら
食
品
を
運
ん
だ
」
と

振
り
返
り
、
「
地
元
ス

ー
パ
ー
の
重
要
性
を
再

認
識
し
つ
つ
、
力
不
足

を
痛
感
し
た
」
と
語
る
。

そ
こ
で
同
社
は
、
震

災
後
１０
年
間
で
年
商
２

０
０
億
円
を
目
指
す
売

上
倍
増
計
画
を
掲
げ
た
。

店
舗
数
を
増
や
す
傍
ら
、

２
０
０
８
年
に
東
北
圏

の
ス
ー
パ
ー
３
社
と
立

ち
上
げ
た
共
同
仕
入
れ

会
社
『
マ
ー
ク
ス
』
を
、

２
０
１
４
年
に
事
業
持
株
会
社

『
マ
ー
ク
ス
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ

ス
』
に
改
組
し
、
３
社
と
経
営
統

合
す
る
の
だ
。
ス
ー
パ
ー
の
機
能

強
化
を
目
的
に
規
模
の
拡
大
を
図

っ
た
わ
け
だ
。
こ
れ
が
功
を
奏
し
、

同
社
の
２
０
２
１
年
３
月
期
の
売

上
高
は
２
１
９
・
６
億
円
、
目
標

を
達
成
し
た
の
で
あ
る
。

障
が
い
者
支
援
と

環
境
対
策

舗
に
太
陽
光
発
電
設
備
を
設
置
し
、

発
電
し
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

電
力
を
店
舗
で
活
用
す
る
計
画
を

進
め
、
す
で
に
３
店
舗
で
出
力
２

０
０
～
３
０
０
ｋＷ
の
設
備
の
導
入

を
決
め
て
い
る
。

菊
地
社
長
は
「
環
境
改
善
に
貢

献
で
き
る
点
で
、
太
陽
光
発
電
に

魅
力
を
感
じ
た
」
と
し
、
「
店
舗

の
消
費
電
力
の
１０
～
１５
％
を
賄
え

る
見
込
み
だ
。
毎
年
１
～
２
店
舗

ず
つ
設
置
し
て
い
く
予
定
だ
」
と

し
て
い
る
。

地
域
振
興
で
事
業
継
続

コ
ロ
ナ
禍
で
は
、
消
毒
液
の
価

格
高
騰
を
受
け
、
店
舗
で
使
う
業

務
用
消
毒
液
を
希
釈
し
て
学
校
な

ど
へ
配
布
し
た
ほ
か
、
地
域
の
飲

食
店
が
営
業
自
粛
で
困
窮
す
る
な

か
、
弁
当
な
ど
を
販
売
で

き
る
よ
う
店
舗
前
の
ス
ペ

ー
ス
を
無
償
で
開
放
し
た
。

さ
ら
に
は
、
学
校
給
食
の

停
止
で
余
っ
た
地
元
産
牛

乳
の
特
設
販
売
も
行
い
、

大
き
な
反
響
を
呼
ん
だ
。

最
近
は
、
食
品
の
販
売

だ
け
で
は
な
く
、
食
を
通

じ
た
健
康
増
進
の
た
め
の

情
報
発
信
に
力
を
入
れ
る

考
え
だ
。
菊
地
社
長
は
、

「
私
は
ダ
イ
エ
ッ
ト
に
成

功
し
、
食
事
の
重
要
性
を

改
め
て
感
じ
た
。
顧
客
の

健
康
寿
命
を
延
ば
す
の
も

地
元
ス
ー
パ
ー
の
役
割
」

と
意
気
込
む
。

同
社
は
８０
期
目
を
迎
え
る
８
年

後
に
年
商
３
５
０
億
円
を
目
指
し
、

労
働
集
約
的
な
従
来
の
事
業
モ
デ

ル
を
変
え
る
構
想
を
描
く
。
一
部

業
務
の
自
動
化
を
進
め
る
よ
う
だ

が
、
菊
地
社
長
は
「
お
客
様
と
の

一
方
で
、
同
社
は
社
会
活
動
に

も
力
を
入
れ
る
。
こ
れ
ま
で
も
寄

付
活
動
や
ス
ポ
ー
ツ
大
会
を
主
催

す
る
な
ど
、
精
力
的
に
活
動
し
て

き
た
が
、
震
災
を
機
に
一
層
強
め

た
の
で
あ
る
。

た
と
え
ば
、
７
年
前
か
ら
始
め

た
『
は
っ
ぴ
ぃ
エ
コ
プ
ラ
ザ
』
。

障
が
い
者
施
設
の
入
所
者
に
ス
ー

パ
ー
の
顧
客
が
持
ち
寄
る
資
源
ゴ

ミ
の
回
収
作
業
を
委
託
す
る
と
い

う
も
の
で
、
２
週
間
に
１
度
開
き
、

収
益
を
す
べ
て
施
設
へ
寄
付

し
て
き
た
。

環
境
保
全
で
は
、
１０
年
以

上
前
か
ら
レ
ジ
袋
の
有
料
化

を
独
自
に
実
施
し
た
ほ
か
、

震
災
後
は
店
舗
の
照
明
を
Ｌ

Ｅ
Ｄ
照
明
に
換
え
、
節
電
対

策
を
行
っ
た
。
現
在
は
、
店

業
種
や
業
態
に
よ
っ
て
日

常
業
務
が
そ
の
ま
ま
Ｓ

Ｄ
Ｇ
ｓ
（
持
続
可
能
な

開
発
目
標
）
に
適
う
場
合
が
あ
る
。

福
島
県
相
馬
市
内
に
本
拠
を
構
え
、

福
島
・
宮
城
両
県
で
ス
ー
パ
ー
、

『
フ
レ
ス
コ
キ
ク
チ
』
を
１７
店
舗

運
営
す
る
フ
レ
ス
コ
の
取
り
組
み

は
そ
の
一
例
だ
ろ
う
。

同
社
の
創
業
は
１
８
６
３
年
。

相
馬
藩
に
仕
え
る
菊
地
家
が
興
し

触
れ
合
い
を
保
て
る
形
で
投
資
し

て
い
く
」
と
展
望
を
語
っ
た
。

地
域
に
根
差
し
た
小
売
業
は
地

域
住
民
あ
っ
て
こ
そ
成
り
立
つ
も

の
。
そ
れ
ゆ
え
、
事
業
の
継
続
・

発
展
を
志
向
す
れ
ば
、
自
ず
と
地

域
振
興
に
向
か
う
の
だ
。
震
災
を

経
て
そ
れ
を
再
認
識
し
、
理
念
に

昇
華
さ
せ
た
フ
レ
ス
コ
は
、
Ｓ
Ｄ

Ｇ
ｓ
に
通
ず
る
持
続
経
営
を
実
践

し
て
い
く
こ
と
だ
ろ
う
。
今
後
の

活
躍
に
期
待
し
た
い
。

し
た
。

７
代
目
の
菊
地
盛
夫
社
長
が

「
近
隣
に
住
む
方
々
の
冷
蔵
庫
代

わ
り
」
と
表
現
す
る
よ
う
に
、
フ

レ
ス
コ
キ
ク
チ
で
は
、
嗜
好
品
に

も
廉
価
品
に
も
偏
ら
な
い
と
い
う

意
識
の
下
、
家
庭
の
食
卓
に
並
ぶ

馴
染
み
あ
る
食
品
を
安
く
提
供
し

て
い
る
。
財
務
も
盤
石
で
、
新
規

開
店
を
進
め
つ
つ
、
無
借
金
経
営

を
実
践
。
「
石
橋
を
叩
く
よ
う
な

経
営
」
（
菊
地
社
長
）
を
貫
い
て

き
た
の
で
あ
る
。

震
災
を
機
に
事
業
拡
大

だ
が
、
２
０
１
１
年
３
月
１１
日
、

未
曽
有
の
大
惨
事
に
見
舞
わ
れ
た
。

東
日
本
大
震
災
、
そ
し
て
福
島
第

一
原
子
力
発
電
所
事
故
で
あ
る
。

当
時
同
社
は
８
店
舗
抱
え
、
年

商
は
１
０
０
億
円
に
達
し
て
い
た

が
、
売
上
高
の
６
割
を
占
め
た
南

相
馬
市
内
の
４
店
舗
が
福
島
原
発

の
半
径
３０
㎞
圏
内
に
あ
っ
た
。
一

時
休
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
、
避
難

指
示
の
解
除
と
と
も
に
順
次
再
開

し
た
が
、
２
０
１
１
年
９
月
期
の

売
上
高
は
９０
億
円
程
度
ま
で
落
ち

た
と
い
う
。

震
災
直
後
、
菊
地
社
長
が
目
の

当
た
り
に
し
た
の
は
、
生
活
物
資

を
求
め
る
人
々
の
姿
だ
っ
た
。
多

く
の
店
が
休
業
し
、
食
料
品
や
日

用
品
が
不
足
し
て
い
た
た
め
、
フ

レ
ス
コ
キ
ク
チ
に
多
く
の
人
々
が

訪
れ
た
が
、
品
薄
状
態
だ
っ
た
と

い
う
。
菊
地
社
長
は
「
運
送
会
社

福島県のスーパーがSDGsへの取り組みに積極的だ。
震災を機に地域貢献の姿勢を強め、持続可能な経営を実践している。

地域とともに歩み続ける
地元スーパーの地域貢献

Company Profile

社名 フレスコ
本部所在地 福島県相馬市中村字宇多川町17番地

創業 1863年
設立 1950年

資本金 4000万円
売上高 219.6億円（2021年3月期）

従業員数 1250人

取引銀行 東邦銀行

http://fresco-k.com

震災時には大勢の人が列をつくった

『はっぴぃエコプラザ』での資源ゴミ回収作業

店内の様子

震災時の寄せ書きには「久しぶりに牛乳を飲ん
だ」など感謝の言葉が並ぶ

菊地盛夫社長

（目標2）…飢餓をゼロに住み続けられるまちづくりを…（目標11）

（目標3）…すべての人に健康と福祉をつくる責任 つかう責任…（目標12）

（目標7）…エネルギーをみんなに そしてクリーンにパートナーシップで目標を達成しよう…（目標17）
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Company Profile

社名 まるや八丁味噌
本社所在地 愛知県岡崎市八帖町往還通52番地

創業 1337年
設立 1931年

資本金 1650万円
売上高 非公表

従業員数 48人

取引銀行 三菱UFJ銀行、岡崎信用金庫

https://www.8miso.co.jp

当
主
が
病
没
し
、
大
田
家
は
１

９
３
１
年
に
当
主
制
を
廃
し
て

合
名
会
社
を
設
立
、
大
田
商
店

と
し
て
再
始
動
し
た
が
、
苦
境

は
続
く
。
と
く
に
厳
し
か
っ
た

の
は
、
第
二
次
世
界
大
戦
下
の

１
９
３
９
年
に
施
行
さ
れ
た
価

格
等
統
制
令
だ
。
八
丁
味
噌
の

価
格
を
一
般
の
味
噌
の
価
格
水

準
ま
で
引
き
下
げ
る
よ
う
要
請

を
受
け
た
の
で
あ
る
。

そ
れ
で
も
同
社
は
伝
統
を
守

っ
た
。
「
水
と
塩
で
嵩
増
し
て

製
造
原
価
を
抑
え
る
こ
と
も
で

き
た
が
、
そ
れ
は
八
丁
味
噌
で

は
な
い
」
（
浅
井
社
長
）
と
の

考
え
か
ら
、
１
９
４
２
年
に
は

休
業
を
決
意
。
以
降
１
９
５
０

独
特
な
黒
褐
色
の
八
丁

味
噌
は
、
米
麹
や
麦

麹
を
使
わ
ず
、
大
豆

麹
と
塩
、
水
だ
け
で
つ
く
ら
れ

る
豆
味
噌
の
一
種
で
あ
る
。
徳

川
家
康
の
生
誕
地
、
岡
崎
城
か

ら
八
丁
（
約
８
７
０
ｍ
）
離
れ

た
八
丁
村
（
現
・
愛
知
県
岡
崎

市
八
帖
町
）
で
つ
く
ら
れ
て
い

た
こ
と
か
ら
〝
八
丁
〞
の
名
が

つ
け
ら
れ
た
と
さ
れ
る
。

そ
の
八
丁
味
噌
を
、
昔
な
が

ら
の
木
桶
で
長
期
熟
成
さ
せ
、

仕
込
み
か
ら
２
年
以
上
か
け
て

生
産
し
て
い
る
の
が
、
岡
崎
市

八
帖
町
に
本
店
を
置
く
ま
る
や

八
丁
味
噌
だ
。
同
社
の
起
源
は

室
町
時
代
か
ら
続
く
商
家
、
大

田
家
の
醸
造
業
で
、商
号
の〝
ま

る
や
〞
は
代
々
の
当
主
の
名
、

「
大
田
弥
治
右
衛
門
」
の
「
弥
」

を
意
味
す
る
と
い
う
。

同
社
の
浅
井
信
太
郎
社
長
は
、

「
徳
川
家
康
の
関
東
転
封
で
多

く
の
三
河
武
士
が
江
戸
に
移
住

し
、
八
丁
味
噌
が
広
ま
っ
た
」

と
話
す
。
岡
崎
が
東
海
道
の
宿

場
町
と
し
て
栄
え
て
い
た
う
え
、

お
伊
勢
参
り
の
流
行
で
東
海
道

の
往
来
が
増
え
た
こ
と
も
、
八

丁
味
噌
の
認
知
度
を
拡
げ
た
一

因
と
言
え
る
だ
ろ
う
。

た
だ
、
明
治
以
降
、
苦
難
の

時
代
が
あ
っ
た
。
昭
和
初
期
に

年
ま
で
８
年
間
、
営
業
を
自
粛

し
た
が
、
従
業
員
へ
給
与
は
支

給
し
続
け
た
と
い
う
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
浅
井
社
長

は
「
人
を
大
事
に
す
る
の
が
老

舗
」
と
い
う
が
、
売
上
が
立
た

な
い
な
か
、
支
出
が
続
け
ば
経

営
は
維
持
で
き
な
い
。
非
常
に

苦
し
い
状
況
に
追
い
込
ま
れ
て

い
た
は
ず
だ
。

有
機
味
噌
で
海
外
進
出

終
戦
後
、
事
業
を
再
開
し
た

同
社
は
、
八
丁
味
噌
の
製
販
と

と
も
に
合
わ
せ
味
噌
の
よ
う
な

新
商
品
を
開
発
し
た
が
、
急
な

大
量
の
注
文
に
は
対
応
で
き
ず
、

拡
販
に
は
慎
重
だ
っ
た
。
そ
し

て
、
〝
知
る
人
ぞ
知
る
味
噌
〞

と
い
う
商
品
の
高
付
加
価
値
化

に
着
目
し
た
こ
と
が
功
を
奏
し
、

以
後
、
景
気
変
動
の
影
響
は
そ

れ
ほ
ど
受
け
な
か
っ
た
。

一
方
で
、
１
９
６
０
年
代
末

か
ら
は
本
格
的
に
海
外
展
開
を

開
始
す
る
。
ユ
ダ
ヤ
教
の
食
事

規
定
に
基
づ
く
コ
ー
シ
ャ
認
証

を
取
得
し
た
ほ
か
、
１
９
８
７

年
に
は
米
国
の
有
機
認
証
を
取

得
し
て
、
欧
米
向
け
に
有
機
八

丁
味
噌
の
生
産
を
始
め
た
の
だ
。

浅
井
社
長
は
、
「
当
時
国
内

市
場
で
は
有
機
食
品
が
求
め
ら

れ
て
い
な
か
っ
た
が
、
欧
州
に

は
ニ
ー
ズ
が
あ
っ
た
。
海
外
へ

輸
出
す
る
方
が
商
品
価
値
が
受

け
入
れ
ら
れ
る
と
考
え
た
」
と

述
懐
す
る
。
出
荷
先
は
現
在
20

ヵ
国
を
超
え
、
販
売
す
る
八
丁

味
噌
の
10
％
が
海
外
向
け
だ
。

も
っ
と
も
、
同
社
は
元
来
か

ら
商
品
の
高
付
加
価
値
化
に
努

め
て
き
た
。
事
実
、
近
代
ま
で

家
庭
で
自
給
自
足
す
る
食
品
だ

っ
た
味
噌
を
、
商
品
化
し
て
き

た
の
だ
。
品
質
は
も
と
よ
り
、

商
品
の
高
付
加
価
値
化
を
図
り
、

そ
の
価
値
を
受
け
入
れ
て
く
れ

る
客
層
を
獲
得
し
な
け
れ
ば
な

ら
ず
、そ
の
付
加
価
値
こ
そ〝
伝

統
〞
だ
っ
た
の
で
あ
る
。

と
は
い
え
、
伝
統
の
踏
襲
は

容
易
で
は
な
い
。
高
さ
・
直
径

と
も
に
２
ｍ
の
木
桶
へ
拳
骨
大

に
固
め
た
大
豆
麹
を
仕
込
み
、

総
重
量
３
ｔ
の
重
石
を
円
錐
状

に
積
み
上
げ
る
作
業

は
す
べ
て
手
作
業
だ
。

し
か
も
、
昔
な
が
ら

の
蔵
の
限
ら
れ
た
ス

ペ
ー
ス
で
長
期
熟
成

さ
せ
る
た
め
、
生
産

拡
大
は
難
し
く
、
量

産
に
は
向
か
な
い
。

む
ろ
ん
、
伝
統
製

法
に
は
合
理
的
な
側

面
も
あ
る
。
一
般
の

味
噌
は
、
発
酵
ガ
ス

の
発
生
を
抑
え
る
た

め
、
パ
ッ
ク
詰
め
の

際
に
加
熱
処
理
で
菌

類
を
除
去
す
る
が
、
八
丁
味
噌

の
場
合
、
２
年
以
上
に
及
ぶ
熟

成
に
よ
っ
て
発
酵
が
終
わ
り
、

処
理
を
施
す
必
要
が
な
い
。
ま

た
、
蔵
の
土
壁
や
木
桶
に
は
、

在
来
の
菌
が
生
息
す
る
た
め
、

外
部
の
雑
菌
な
ど
に
よ
る
影
響

を
受
け
難
い
耐
性
が
あ
る
の
だ
。

伝
統
を
守
り
抜
く

伝
統
の
維
持
に
は

構
造
的
な
不
安
要
素

も
あ
る
。
ま
ず
八
丁

味
噌
用
の
木
桶
を
製

作
す
る
職
人
が
減
っ

て
い
る
。
汎
用
の
木

桶
の
需
要
が
減
少
す

る
に
つ
れ
、
桶
生
産

の
技
術
継
承
が
危
ぶ

ま
れ
て
お
り
、
同
社
は

こ
れ
ま
で
毎
年
数
本
ず

つ
新
し
い
木
桶
を
導
入

し
て
き
た
が
、
今
後
も

継
続
で
き
る
の
か
、
先

行
き
不
透
明
な
状
況
だ
。

た
だ
、
浅
井
社
長
は
、

「
細
々
と
で
あ
れ
ば
、

続
け
て
い
け
る
は
ず
だ
。

い
つ
の
時
代
に
も
、
希

少
な
も
の
に
価
値
を
見

出
す
人
々
が
少
な
か
ら

ず
存
在
す
る
。
当
社
は

そ
の
方
々
へ
商
品
を
届

け
て
い
き
た
い
」
と
語
る
。

ほ
か
に
も
、
農
林
水
産
省
が

地
域
産
品
の
知
的
財
産
保
護
の

た
め
に
導
入
し
た
地
理
的
表
示

（
Ｇ
Ｉ
）
保
護
制
度
に
際
し
て

問
題
が
生
じ
て
い
る
。
こ
れ
は
、

産
品
の
名
称
を
登
録
す
る
制
度

で
、
生
産
者
団
体
が
登
録
し
、

団
体
に
加
入
す
る
生
産
者
が
産

品
の
名
称
を
名
乗
っ
て
販
売
す

る
仕
組
み
で
あ
る
が
、
同
社
の

所
属
す
る
八
丁
味
噌
協
同
組
合

は
、
生
産
地
を
八
帖
町
で
は
な

く
愛
知
県
と
す
る
よ
う
求
め
ら

れ
、
申
請
を
取
り
下
げ
た
。
一

方
で
、
別
の
県
内
団
体
が
異
な

る
生
産
基
準
で
申
請
し
、
『
八

丁
味
噌
』
の
Ｇ
Ｉ
が
成
立
。
そ

こ
で
同
組
合
は
規
格
を
異
に
す

る
味
噌
と
の
混
同
を
懸
念
し
て

追
加
登
録
を
控
え
、
他
団
体
が

登
録
し
た
Ｇ
Ｉ
の
取
消
し
を
求

め
て
い
る
。
こ
の
ま
ま
で
は
２

０
２
６
年
以
降
、
同
社
は
八
丁

味
噌
と
し
て
商
品
を
販
売
で
き

な
く
な
る
恐
れ
も
あ
る
。

こ
れ
に
つ
い
て
、
浅
井
社
長

は
「
非
常
に
不
本
意
な
こ
と
」

と
し
、
政
府
に
理
解
を
求
め
て

い
く
姿
勢
を
示
し
た
う
え
で
、

「
伝
統
を
守
り
続
け
る
た
め
に

は
、
後
継
者
の
育
成
が
重
要
だ
。

伝
統
堅
持
の
理
念
を
伝
え
て
い

く
」
と
語
っ
た
。

と
も
あ
れ
、
数
百
年
に
亘
っ

て
味
噌
づ
く
り
を
続
け
、
伝
統

を
守
り
抜
い
て
き
た
同
社
だ
。

い
か
な
る
苦
難
に
遭
遇
し
よ
う

と
も
、
乗
り
越
え
て
い
く
の
だ

ろ
う
。

Tradition & Pride

〝伝統〟の価値を守り
昔ながらの味噌づくり

　味噌づくりの老舗、まるや八丁味噌は、
伝統を重んじながら、多難を乗り越えてきた。
歴史を辿り、長期の事業を支えてきた

同社の理念に迫る。

まるや八丁味噌

～まるや八丁味噌 684年の歩み～

明治時代の店舗外観

同社が販売する八丁味噌関連の商品

浅井信太郎社長

1337年 弥治右ェ門が現在の岡崎市八帖町で醸造業を開始

1722年 仕込帳に当時の製造記録が残る

1832年 岡崎藩御用達に名を連ねる

1895年 第4回内国勧業博覧会で褒章を受賞

1903年 第5回内国勧業博覧会で褒章を受賞

1931年 『大田商店』として法人化

1942年 第二次世界大戦によえう価格等統制令で休業

1950年 八丁味噌の生産を再開

1968年 米国へ八丁味噌輸出を始める

1969年 欧州へ八丁味噌輸出を始める

1987年 米国の有機認定機関OCIAインターナショナルの認証を
受ける

1990年 まるや八丁味噌に社名変更

1996年 合名会社から株式会社へ改組

2003年 有機農産物加工食品製造者の認定を受ける

2008年
三河産大豆を用いた八丁味噌が食品産業センターの『本
場の本物』事業で認定を受ける

経済産業省の近代化産業遺産に味噌蔵が認定される

2015年 ミラノ国際博覧会の日本館に出展

熟成の終わった
味噌を手作業で
掘り出す

大小の重石をうまく積むには熟練の技術を
要する
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──貴行を志望した理由は？
大学で園芸を学んだこともあ

り、当初は食品メーカーへの
就職を検討していた。ただ、私
は長男で、親が地元での就職
を望んでいたこともあり、最終的
に、群馬県内の企業を志望し
た。その際、最初に頭に浮かん
だのが当行だった。

──入行からの歩みについて。
最初は前橋支店に配属さ

れ、出納を任された。次に融
資係となり、高崎西支店でも融
資を担当した。埼玉県の上里
支店では渉外を務め、本店営
業部へ異動してから主に大企
業への営業を担当した。
2006年から地方債協会へ

出向し、自治体の債券発行に
係る事務や会報誌の作成を
経験した。銀行に戻ると、本部
の法人部（現・コンサルティン
グ営業部）で、各支店の新規
取引先の開拓を支援した。そ
の後、大宮支店で渉外次長に
なり、部下の育成により力を入
れ始めた。2014年に桐生南支店で支
店長となり、2年毎に異動し、2021年4月
からは伊勢崎西支店で4店目の支店長
を務めている。

──営業面で心掛けていることは？
闇雲に動かず、立ち止まってよく考えて

から行動するようにしている。営業では、
商品ありきではなく、相手の要望に沿っ
た提案をしなければならないので、想像
力を働かせる必要がある。
個人顧客向けでは、上里支店で初め

て外回りに出た頃、住宅ローンの借り換
えが盛んで、提案しようと思ったが、提案
先が当行の顧客ではなかったため、まず
どのようにすれば会っていただけるか、作
戦を練ったことがある。法人顧客に対し

ては、ビジネスマッチングで太陽光発電
設備の導入を勧めることがあるが、電力
の使用状況や建物の形状、環境意識、
SDGsへの取組などの情報を収集して、
提案の進め方をあらかじめ検討している。
ただ、支店から本店へ移った際、従来よ
りも売上高が2桁も3桁も大きい取引先に
対して面食らってしまい、その時は分から
ないことは勉強すればいいのだと割り切
って臨んだこともあった。結局、気後れし
ても、状況は改善しないので、何とかなる
さと思うことも時には大事だと思う。

──顧客に対してどのように接している？
最初に配属された前橋支店で融資

係を担当し、ある会社の工場の建設資
金を融資して、非常に喜ばれたことを覚

えている。それが嬉しくて、それをきっかけ
に、お客様の役に立つ仕事をしたいと
常々思うようになった。お客様に喜ばれる
方法をあれこれと考えながら接している。

──やりがいを感じる時は？
自ら大きな仕事をやり遂げた後は達
成感はあるが、支店長を8年も続けている
と、やはり部下の成長が何よりも嬉しい。
当然、私の指導だけで部下が育つわけ
ではない。部下が自ら努力しなければ成
長しないので、私の指導には限度がある。
私は先輩を見て真似た経験があるの

で、部下が私を真似て、上手く営業がで
きたという報告を受けたり、私の指導が部
下の成長のきっかけになったと思えたりし
た時は、非常にやりがいを感じる。

──現在の課題は？
やはり地方銀行の厳しい経営環境下

で収益性の向上や非効率な業務の改
善が課題だろう。群馬銀行だからといっ
て、県民の方々が当行を選ぶわけではな
い。選ばれるよう価値あるサービスをどの
ように提供すべきか、模索している。たとえ
ば、有益なコンサルティングサービスをい
ち早く提案することもひとつだと思う。
なお、人材育成も課題だが、当行では
行員育成のフォロー体制が整ってきてい
る。

──コロナ禍での金融支援とは？
やはり、コロナ禍で苦しむ取引先をしっ
かり支援していくべきだが、コロナ禍当初
とは状況が変化している。これまでは融資
で資金繰りを安定させる支援に重点を
置いていたが、これからは新規事業への
参入やM&Aの支援など、出口を見据え
た支援がより重要になってくる。お客様の
ニーズに合ったきめ細かな支援をしてい
くべきだろう。

──今後のビジョンは？
支店長の職務を全うしたい。現場は

大変なことも多いが、楽しい。私は年齢を
重ね、古いやり方と言われる部分もあろう
が、培った経験もある。若い世代に継承
していきたい。

──なぜ貴行を志望した？
学生時代に経営学や金融論を学ん

だので、その知識を生かせる金融機関
に入りたかった。同時に、地元で就職し
たいという思いがあって、新潟の金融機
関である当行を志望し、当行のインター
ンシップにも参加した。

──入行後の仕事内容は？
最初は、預金や為替のお

手続きを受け付ける窓口業務
に従事していた。半年後から
個人向け融資を経験した。そ
して２年後に配属された加茂
支店以降、１２年間、法人営
業を担当してきた。

──やりがいを感じる時は？
後輩の成長を実感した時

にやりがいを感じる。内勤の経
験しかなく、初めて渉外係にな
る後輩を育成することもある
が、その際はまず取引先の経
営者と対話するところからはじ
めてもらう。
アポイントの取り方や経営
者への質問を事前に用意す
るようアドバイスをするなど、少
しずつハードルをクリアしてい

けるように指導し、成功体験を
積み重ねてもらうことを意識し
ている。渉外ならではの楽しみ
を見出して、一人で業務をこ
なせるまで成長した後輩の姿
を見ると、私自身もやりがいを
感じる。
その一方で、自身の成長に
ついては、満足していない。常
に自分に厳しく、妥協せずに
「まだまだ」と思って仕事に取り組もうとし
なければ、成長はできないと思っている
からだ。
今後も変わっていく世の中に恐れず、
常に妥協せず、変化に挑戦し続けること
で、後輩とともに私自身も成長していきた
い。

──初対面の経営者とどのように距離
を縮める？
多くの経営者の方 と々接していると、
経営者の方々の悩みには共通項がある
ことが分かる。そこで、このようなことで悩ま
れているのではないかという仮説を事前
に立て、面談の際に問いかけてみる。す
ると、「いや、それは違うよ」とか、「その通り
だ」とか、いずれにせよ、反応がある。そこ

から話を膨らませて悩みの本質を探り当
てていくことが多い。だから抽象的な質
問はあまりしないようにしている。

──コロナ禍でどのように企業を支援
した？
当初は、将来の見通しが立て難く、不

安を感じているという経営者の方々が多
かった。
そこで、少しでも安心感を与えることが
できればという気持ちで経営者の方 と々

接してきた。だから、給付金や補助金、
無利子の融資など、コロナ関連の国の
施策が発表されると、いち早く情報を得
て正確にお伝えすることを意識してきた。
この点については後々感謝されることが
多い。
 

──現在の課題は？
自分のコンサルティング能力や課題
解決能力に磨きをかけることだ。これまで
のコンサルは、経営者の方々から要望
や悩みを聞き、それに対して回答するとい
うもので、金融に付随したサービスだっ
た。
だが、従来型のコンサルは、金融機
関のみならず、他の業種でも始めている
ので、我々が評価され続けるためには、
他社にない価値あるコンサルサービス
をいかに提供できるかが重要だと考えて
いる。事業性評価を通じて、様々な観点
から仮説を立てることで、経営者の方々
が見落としている、もしくはまだ認識してい
ないような課題まで把握する。そして先ん
じて解決策を提示したり、支援したりする
ことができるよう、これからも自己研鑽に努
めたい。

──今後のビジョンは？
金融業を取り巻く環境は激変した。コ

ロナ禍で経済が停滞する一方、デジタ
ル化が進んだ。また、気候変動対策の
一環で脱炭素社会を目指す動きが活
発になってきている。
従来の金融業だけでは時代の変化

についていけなくなるなか、当社グループ
は、2019年4月に地域商社を、10月には
人材紹介会社をそれぞれ設立した。お
客様へ提案できる解決策が増えていく
なか、私自身もさらにコンサルティング能
力や課題解決能力に磨きをかけ、事業
性評価を軸としながら、取引先の課題
解決に尽力していきたい。

秀逸バンカーの
仕事観期 待 の 逸 材
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群馬銀行
伊勢崎西支店  
横山貴一 支店長 
プロフィール●1967年群馬県生まれ。92年3月千葉大
学園芸学部卒業後、群馬銀行へ入行。前橋支店、高
崎西支店、上里支店、本店営業部を経て2006年に地
方債協会へ出向。08年に群馬銀行法人部へ帰任後、
10年より大宮支店で次長に。14年より桐生南支店など
で支店長を歴任、21年4月より現職。
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第四北越銀行
吉田支店
長谷川諒 主任代理
プロフィール●1985年新潟市生まれ。2007年3月成城
大学経済学部経営学科卒業後、第四北越銀行に入行。
住吉町支店、佐和田支店、加茂支店、新発田支店を経
て、2018年より現職。

期 待 の 逸 材
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地域経済

アナライズ

中小企業庁が2021年12月10日に発表した中小企業
景況調査によると、2021年10－12月期における全産業の
業況判断DIはマイナス23.3だった。前期より5.1ポイント増
加したものの、依然として業況を悲観的に見ている企業が
多いことが明らかになった。とくに、製造業は総じて下げ傾
向となり、輸送用機械器具が16.1ポイント減、化学が8.1ポ

イント減、繊維工業が7.1ポイント減だった。一方、非製造
業では、7－9月期の業況判断ＤＩが著しく低かった飲食業
と宿泊業で、それぞれ32.7ポイント増、26.5ポイント増と上
昇。9月末に緊急事態宣言が解除され、新型コロナウイルス
感染症の流行が落ち着いたことで、経営状況の悪化に歯
止めがかかった模様だ。

有効求人倍率は2021年5月から7月にかけて全国的に
上昇傾向で推移したが、7月から9月は横ばいや下落が目
立ち始めた。新型コロナウイルス感染症対策に伴う緊急事
態宣言などが長引くなか、先行き不透明感が漂い、企業の

求人数が減少した模様だ。ただ、2021年8月から9月は、東
京都や大阪府周辺の大都市圏こそ横ばい傾向が続くもの
の、地方では、青森県や山形県、岐阜県、島根県、佐賀県な
どで上昇に転じている。

業況判断、非製造業でやや回復もマイナス続く

有効求人倍率、上昇傾向続くもやや減速か 

地域経済

アナライズ

地域経済

アナライズ

47都道府県の月別有効求人倍率� 単位：倍

2021年5月 増減 2021年6月 増減 2021年7月 増減 2021年8月 増減 2021年9月
北海道 0.94 ↗ 1.01 ↗ 1.09 ↘ 1.07 ↗ 1.09
青森県 0.98 ↗ 1.00 ↗ 1.05 ↗ 1.10 ↗ 1.17
岩手県 1.08 ↗ 1.14 ↗ 1.22 ↗ 1.28 ↘ 1.27
宮城県 1.15 ↗ 1.20 ↗ 1.28 ↗ 1.34 ↗ 1.37
秋田県 1.33 ↗ 1.40 ↗ 1.55 ↗ 1.61 ↗ 1.63
山形県 1.15 ↗ 1.20 ↗ 1.29 ↗ 1.35 ↗ 1.41
福島県 1.14 ↗ 1.20 ↗ 1.27 → 1.27 ↗ 1.31
茨城県 1.18 ↗ 1.27 ↗ 1.33 ↗ 1.37 ↘ 1.35
栃木県 0.96 ↗ 1.00 ↗ 1.03 ↗ 1.06 ↗ 1.07
群馬県 1.12 ↗ 1.16 ↗ 1.25 ↗ 1.27 ↗ 1.32
埼玉県 0.82 ↗ 0.85 ↗ 0.89 ↗ 0.90 ↗ 0.91
千葉県 0.77 ↗ 0.78 ↗ 0.82 ↗ 0.84 → 0.84
東京都 1.09 ↗ 1.12 ↗ 1.15 → 1.15 ↗ 1.16
神奈川県 0.69 ↗ 0.71 ↗ 0.76 ↗ 0.79 ↗ 0.80
新潟県 1.18 ↗ 1.25 ↗ 1.33 ↗ 1.37 ↗ 1.41
富山県 1.27 ↗ 1.28 ↗ 1.39 ↗ 1.44 ↗ 1.45
石川県 1.18 ↗ 1.23 ↗ 1.30 ↗ 1.34 ↗ 1.38
福井県 1.57 ↗ 1.65 ↗ 1.75 ↗ 1.78 ↗ 1.79
山梨県 1.11 ↗ 1.17 ↗ 1.25 ↘ 1.24 → 1.24
長野県 1.19 ↗ 1.26 ↗ 1.33 ↗ 1.37 ↗ 1.39
岐阜県 1.29 ↗ 1.33 ↗ 1.39 ↗ 1.43 ↗ 1.48
静岡県 1.00 ↗ 1.04 ↗ 1.12 ↗ 1.16 ↗ 1.17
愛知県 1.06 ↗ 1.10 ↗ 1.17 ↗ 1.19 ↗ 1.21
三重県 1.07 ↗ 1.11 ↗ 1.19 ↗ 1.23 ↗ 1.26
滋賀県 0.84 ↗ 0.85 ↗ 0.90 ↗ 0.92 ↗ 0.95
京都府 0.97 ↗ 1.01 ↗ 1.05 → 1.05 → 1.05
大阪府 1.06 ↗ 1.08 → 1.08 → 1.08 ↗ 1.10
兵庫県 0.86 ↗ 0.87 ↗ 0.90 ↗ 0.91 ↗ 0.93
奈良県 1.08 ↗ 1.11 ↗ 1.14 ↗ 1.15 ↗ 1.17
和歌山県 1.00 ↗ 1.04 ↗ 1.07 ↗ 1.09 ↗ 1.12
鳥取県 1.25 ↗ 1.31 ↗ 1.38 ↘ 1.37 ↘ 1.36
島根県 1.31 ↗ 1.36 ↗ 1.46 ↗ 1.51 ↗ 1.57
岡山県 1.30 ↗ 1.32 ↗ 1.35 ↘ 1.34 ↗ 1.35
広島県 1.22 ↗ 1.25 ↗ 1.29 ↗ 1.34 ↗ 1.36
山口県 1.21 ↗ 1.28 ↗ 1.31 ↗ 1.33 ↗ 1.34
徳島県 1.10 ↗ 1.11 ↗ 1.17 ↗ 1.19 ↗ 1.22
香川県 1.25 ↗ 1.26 ↗ 1.30 ↗ 1.32 ↗ 1.36
愛媛県 1.16 ↗ 1.21 ↗ 1.24 ↗ 1.26 → 1.26
高知県 1.02 ↗ 1.06 ↘ 1.04 ↗ 1.05 → 1.05
福岡県 0.98 ↗ 1.01 ↗ 1.05 ↗ 1.06 ↗ 1.07
佐賀県 1.05 ↗ 1.10 ↗ 1.19 → 1.19 ↗ 1.26
長崎県 0.96 ↗ 0.98 ↗ 1.05 ↗ 1.06 ↗ 1.08
熊本県 1.20 ↗ 1.22 ↗ 1.23 ↗ 1.27 ↗ 1.31
大分県 1.05 ↗ 1.10 ↗ 1.16 ↗ 1.17 ↗ 1.19
宮崎県 1.20 ↗ 1.23 ↗ 1.28 ↗ 1.30 ↗ 1.34
鹿児島県 1.15 ↗ 1.18 ↗ 1.22 ↗ 1.25 ↗ 1.26
沖縄県 0.68 ↗ 0.70 → 0.70 → 0.70 → 0.70

※月間有効求人数を月間有効求職者数で除して得た月間有効求人倍率。パートタイムを含む。矢印は前月に対する倍率の増減
出所：厚生労働省資料をもとにCOALAnet作成

中小企業景況調査による業況判断DI
2021年4－6月期 2021年7－9月期 2021年10－12月期 前期との増減

全産業 ▲25.8 ▲28.4 ▲23.3 5.1

製
造
業

▲17.2 ▲17.5 ▲19.7 ▲2.2

食料品 ▲19.7 ▲26.2 ▲21.1 5.1
繊維工業 ▲31.0 ▲23.8 ▲30.9 ▲7.1
木材・木製品 ▲7.6 ▲7.2 ▲10.9 ▲3.7
家具・装備品 ▲22.5 ▲26.4 ▲25.9 0.5
パルプ・紙・紙加工品 0.9 ▲1.5 ▲6.6 ▲5.1
印刷 ▲36.9 ▲34.3 ▲37.3 ▲3.0
化学 ▲8.0 2.5 ▲5.6 ▲8.1
窯業・土石製品 ▲22.0 ▲18.3 ▲16.4 1.9
鉄鋼・非鉄金属 1.3 ▲4.7 ▲ 8.0 ▲3.3
金属製品 ▲4.3 ▲8.2 ▲15.1 ▲6.9
機械器具 ▲10.6 ▲5.3 ▲11.5 ▲6.2
電気・情報通信機器・電子部品 ▲14.5 ▲10.3 ▲17.0 ▲6.7
輸送用機械器具 ▲7.9 ▲1.9 ▲18.0 ▲16.1
その他製造業 ▲14.0 ▲17.0 ▲22.7 ▲5.7

非
製
造
業

▲28.8 ▲32.1 ▲24.6 7.5

総合工事業 ▲10.9 ▲15.0 ▲13.9 1.1
職別・設備工事業 ▲17.2 ▲17.0 ▲16.8 0.2
卸売業 ▲19.3 ▲24.3 ▲21.9 2.4
小売業 ▲35.3 ▲40.8 ▲32.9 7.9
宿泊業 ▲54.3 ▲52.6 ▲26.1 26.5
飲食業 ▲50.0 ▲55.0 ▲22.3 32.7
対個人サービス業 ▲27.3 ▲28.1 ▲24.8 3.3
対個人サービス業(生活関連) ▲30.6 ▲30.5 ▲24.3 6.2
対個人サービス業(自動車整備その他) ▲17.7 ▲21.8 ▲26.3 ▲4.5
対事業所サービス業 ▲19.2 ▲19.1 ▲21.0 ▲1.9
対事業所サービス業(運送・倉庫) ▲34.4 ▲30.1 ▲32.9 ▲2.8
対事業所サービス業(専門技術その他) ▲15.0 ▲16.1 ▲17.6 ▲1.5
情報通信・広告業 ▲17.9 ▲17.5 ▲8.4 9.1

※業況判断DIは、景況調査に対して業況が良いと回答した企業の割合から、悪いと回答した企業の割合を引いた値
出所：中小企業庁資料をもとにCOALAnet作成
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乗り遅れるな！
脱炭素経営

ピンチはチャンス！
事業再構築補助金で活路を


